
事業概要 【ICTを活⽤した被災者⽀援の強化】

実施地域 福岡県 事業費 2,383千円

実施主体 福岡県 ⼈⼝ 5,108,507⼈

事業概要

災害発⽣時に市町村社会福祉協議会は災害ボランティアセンターを設置し、被災者のニーズ受付、ボランティア
の受付、派遣等の事務を⾏い、県社会福祉協議会はその⽀援を⾏うこととなっている。
また、県は平常時から社会福祉協議会等と連携し、災害ボランティアの活動環境の整備を推進している。
災害ボランティアセンター運営においてシステムを活⽤してボランティアの事前登録や活動予約、当⽇受付や被災
者ニーズ登録等を⾏うことによって、ボランティア受け⼊れ調整事務の効率化を図る。
受⼊れ調整事務の効率化により、ボランティアの実働時間を⼗分に確保するとともに、被災者ニーズの把握、アウ
トリーチ⽀援を⾏う⼈員を確保し、被災者の⽣活再建や不安の解消など、迅速な被災者⽀援を⽬指す。

具体
サービス

システムの導⼊により、ボランティア受⼊れ調整
事務の効率化、複数市町村間でのボランティ
ア受⼊れ調整の円滑化、地図上での状況把
握による円滑な被災者⽀援の実施ができるよ
うになるなどの効果がある。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①利⽤団体の研修参加率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤者満⾜度
②利⽤者の研修等参加⼈数
③



事業概要 【児童相談所の情報⼀元化による⼦ども家庭⽀援機能の強化】

実施地域 福岡県 事業費 ４６，０１５千円

実施主体 福岡県 ⼈⼝ ５,１０８,５０７⼈

事業概要

本県では、令和３年度から児童相談所に業務システムを導⼊し、⽀援記録等の電⼦化を⾏ったが、システム導
⼊以前の記録は依然として紙媒体であり、記録の検索・確認や市町村との情報共有に⼿間や時間を要している。
令和５年度中に、外出先でも庁内ネットワークに接続し、業務システムの利⽤が可能なモバイルパソコンの配備
を予定していることから、これと併せて、紙媒体を電⼦化し、業務システムで⼀元的に管理することにより、児童相
談所の機動性の向上や市町村等との速やかな情報共有を図り、⼦ども・保護者へのきめ細かな⽀援を実現する。

具体
サービス

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
児童相談所が⼀時保護を⾏うまでに要した時間の削減数
児童相談所が市町村への情報提供に要した時間の削減数

【アウトカム指標（成果指標）】
児童相談所が関わったことがよかったと感じた⼦どもの割合
児童相談所から市町村への⼗分な情報提供が⾏われて
いる割合

児童相談所が保有する⼦どもや家庭の相談情報を業務
システムで⼀元的に管理することにより、迅速な⼦どもの安全
確保や家庭のニーズに即した速やかなサービス提供を可能と
する。
１ 迅速な⼦どもの安全確保
虐待発⽣時から⼦どもの安全確認、⼀時保護に⾄るまでの対応を
迅速化。
２ 市町村と連携した速やかな⽀援サービスの提供
⑴ 市町村への速やかな情報提供

⼦どもの意向や保護者への指導内容を速やかに市町村に提供
し、サポートプランの早期作成を促すことで、家庭への⽀援に繋ぐ。
⑵ 関係者会議における適宜の情報提供

関係者間で⽀援⽅針を協議する場において、⽀援に必要とな
る情報を的確に共有。

⼦ども・保護者

市町村
サポートプラン作成
（R6.4から義務化）

児童相談所
業務システム

・⼦どもの意向や発達状況
・保護者への指導内容
・家庭の維持に必要なサービス

⼀時保護解除等に
併せて情報提供

サービス提供
・ヘルパー派遣
・保育所⼊所
・⼀時預かり

虐待発⽣時の
⼦どもの

安全確認や
⼀時保護

関係機関
学校や警察等

連携 連携

⾒守り



【業務のデジタル化による地域で暮らす障がいのある⼈への⽀援】

実施地域 福岡県 事業費 100,727千円

実施主体 福岡県 ⼈⼝ 5,108,507⼈

事業概要

現在、県の福祉サービス関係部⾨では、医療福祉施設のカルテの管理及び障がい者⼿帳を交付する⼿続きな
ど、電⼦化が進んでいない状況にあるため、⼀つひとつの作業に⼿間と時間がかかり、県⺠への迅速な⽀援・サービ
スの提供が⼗分だとはいえない状況にある。
この課題解決のため、福祉サービス事業のDXを推進し、スピード感を持って適切な対応ができるよう、福祉サービ
スの迅速な提供を進める 。

具体
サービス

【こども療育センター新光園】
こども療育センター新光園は、医療型障がい児⼊所施設として、肢体不⾃由児、発達障がい児、医療的ケア児
本⼈に対する診療・訓練・看護などの医療サービスとあわせて、保護者も⼀緒に⽇常⽣活トレーニングを受けること
ができる療育⽀援などの福祉サービスを実施するなど複合的なサービスを提供している。
現状では、患者ごとのカルテは、診療・検査記録をはじめ訓練・看護記録等の膨⼤な医療部⾨の記録を紙カル
テで時系列により⼀括管理しており、福祉部⾨の療育記録（児童発達⽀援や保育など）については別途部⾨に
おいて別に管理している。このため、紙カルテ等を参照する際に、必要な個所の検索に時間がかかり、参照作業の
効率化による利⽤児や保護者への⽀援内容の充実化が課題となっており、今回パッケージの導⼊による医療・福
祉情報の即時共有化及びシステムを活⽤した検索効率化により、その課題を解決し利⽤者サービスの向上を図
る。 また、オンライン提出機能などの機能追加や資料作成にシステム活⽤することで、初診時における問診票のや
りとりや、他院への転院時に必要な資料作成が短縮され、利⽤者の利便性向上に資する。
【障がい者更⽣相談所】
⾝体障がい者⼿帳情報システムを導⼊することで審査の効率化を図り、⼿帳交付期間の短縮や迅速な問合せ
対応等、県⺠の利便性に向上に寄与する。円滑な障がい者⼿帳の交付に伴い、各種サービス（医療、年⾦
等）を迅速に利⽤することができ、本⼈だけでなく家族も含め、安全安⼼な⽣活につながる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①初診時における問診票のオンライン提出件数
②初診時における問診票のオンライン提出利⽤割合
③⾝体障がい者⼿帳発⾏の迅速化

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤者アンケートによる満⾜度調査（新光園）
②利⽤者アンケートによる理解度（満⾜度）調査（障がい者更⽣相談所）

③相談対応件数の増



事業概要 【メタバースでの若年⻑期無業者の就労⽀援】

実施地域 福岡県 事業費 27,988千円

実施主体 福岡県 ⼈⼝ 5,108,507⼈

事業概要
ひきこもり等⻑期無業の若者を対象に、年令、性別、外⾒を気にせずに好きなアバターで参加でき、家にいながら
様々な仮想体験が可能なメタバースの利点を活かし、県内就労⽀援機関、⾏政、研究者等が連携し、アバター
での就労⽀援を実施する。

具体
サービス

①導⼊セミナー（メタバースの使⽤やアバターの作
成・操作⽅法等を学習するオンラインセミナーを実
施）
②相談⽀援（⽀援機関の相談員がアバターとなり、
バーチャル相談室でアバターとなった利⽤者と個別相
談を実施）
③コミュニケーショントレーニング（アバターとなった利
⽤者が、⾳声やチャットでの会話を通してコミュニケー
ション能⼒を向上できるよう、アバター交流会や仮想
体験イベントを実施）
④スキルアップ⽀援（アバターとなった⽀援員が、ビジ
ネスマナーや⾯接練習など就労に向けた⽀援を実
施）
⑤就労体験（メタバース空間を活⽤した就労体験
により、興味・適性を把握し、就労につなぐ）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①年間新規登録者数
②年間就労⽀援サービス利⽤者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①年間進路決定率
②年間進路決定者数
③利⽤者満⾜度



事業概要 【産業廃棄物監視指導強化事業】

実施地域 福岡県 事業費 36,532千円

実施主体 福岡県 ⼈⼝ 5,108,507⼈

事業概要
下記①及び②のデータを連携させることで、産業廃棄物の不適正処理事案の発⽣抑制及び初期段階での解決
を図り、快適な⽣活環境の維持、保全を⽬指す。
①ドローン撮影により取得した、事業場等で保管されている産業廃棄物の保管量や表⾯温度
②AI-OCRで電⼦データ化した産業廃棄物管理票（マニフェスト）の記載内容

具体
サービス

【ドローン撮影】
• ドローン本体
• 解析⽤パソコン
【AI-OCR】
• AI-OCR⽤スキャナー
• AI-OCR⽤パソコン

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ドローンを活⽤した⽴⼊検査実施件数
年間５０３件

②書類検査実施件数 年間１９５件

【アウトカム指標（成果指標）】
①中間処理業者への措置命令件数︓０件
②ドローン及びAI-OCRを使って⽴⼊検査を⾏う職員の
満⾜度︓３．５



事業概要 【⻘果物流デジタル化推進事業】

実施地域 福岡県北九州市⼩倉北地区 事業費 29,700千円

実施主体 北九州⻘果株式会社 ⼈⼝ 5,108,507⼈

事業概要

令和４年度、各産地から出荷される⻘果物を集約し、効率的に⼤都市に向けて輸送する共同物流拠点施設
（（ストックポイント）（以下「ＳＰ」という。）が北九州市に整備されており、令和５年度から供⽤が開始される
こととなっている。
この施設を有効活⽤し、輸送コストの削減や効率的な物流を実現するため、産地から市場関係者までが、⻘果
物流に係るデータを共有化できるシステムを整備。

具体
サービス

【⻘果集出荷データ共有】
• 各ＪＡから⻘果の品⽬、数量を集約

し、関東市場との情報交換、ＳＰに
おける品⽬別、タイプ（冷蔵）別、出
荷先別の積替えを調整、配⾞

• ⼊荷先、⼊荷品⽬、⼊荷量など⼊荷
した⻘果物の情報と、出荷先、出荷
品⽬、出荷量等を、などの情報を蓄
積・分析し、ニーズや傾向を把握

• 各種帳票類の作成

【トラック積荷情報・集配予約管理】
• 各ＪＡから集配し、ＳＰまで運ぶト

ラックの⼿配を⾏う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①物流システムの利⽤JA数

【アウトカム指標（成果指標）】
①ＳＰにおける⾸都圏市場向け野菜取扱数量 ②ＳＰにおける⾸都圏市場向け果実取扱数量
③福岡県における⼤型トラックドライバーの超過実労働時間数の減少
④福岡県におけるトラックドライバー（⼤型以外）の超過実労働時間数の減少

東京市場

東京市場産地C

産地A

ストックポイント

青果集出荷データ共有

トラック積荷情報管理
集配予約管理



事業概要 【「福岡の果樹」匠の技伝承事業】

実施地域 福岡県内 事業費 26,496千円

実施主体 福岡県 ⼈⼝ 5,108,507⼈

事業概要
剪定等の管理作業に熟練を要する「かんきつ」「かき」「ぶどう」の産地の持続的発展のため、遠隔地同⼠でもリアル
タイムに映像・⾳声を共有できるＩＣＴ機器導⼊のメリットを活かして、熟練⽣産者（匠）の持つ⾼度な⽣産技
術を新規就農者へ効率よく伝承。 これにより、⾼品質な果実を安定的に⽣産する⼈材を確保・育成する。

具体
サービス

新規就農者が早期に熟練⽣産者（匠）の技術を
習得できるよう、スマートグラスやアイカメラを活⽤して
リモートで効率的な指導を実施する。

・対象品⽬ ①かんきつ、②かき、③ぶどう

・スマートグラス＋タブレットPC
スマートグラスを装着した新規就農者の作業状況
（映像・⾳声）をリアルタイムに匠と共有。匠が作業
状況を⾒ながら指導する。

・アイカメラ
アイカメラで経験や勘に基づいた匠の視線を⾒える
化。匠は⾃⾝がハンズフリーで作業する様⼦を映像・
⾳声＋視線情報により解説・指導する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 匠による指導活動の実施回数（延べ数）

【アウトカム指標（成果指標）】
① サービスの利⽤満⾜度
② ⾼度な⽣産技術を習得した新規就農者の割合



事業概要 【ふくおかスマート⽔産業加速化事業】

実施地域 福岡県有明海区及び筑前海区 事業費 52,666千円
実施主体 福岡県 ⼈⼝ 5,108,507⼈

事業概要

・ノリ養殖の⽣産と品質の安定のため、⾼度な養殖管理ができるよう、海況予測の優良モデルである九州北部海
域の海況予測システムを、養殖業者対象としては全国で初めて、有明海に導⼊し、潮位、⽔温、塩分の予測情
報を提供する体制を構築する
・筑前海の漁船漁業者の計画的な操業を推進するため、九州北部海域の海況予測システムの予測モデルの改
良を⾏い、福岡県海域の予測精度を⾼め、操業に活⽤できる７⽇先までの福岡県海域の予測情報をHPで漁
業者へ提供する体制を構築し、「海の天気予報」として情報提供

具体
サービス

【有明海の海況予測システム】
• 県調査船及び漁船、⾃動観測装置で海況情

報（⽔温、潮位等）や気象情報（気圧等）
などのビッグデータを収集できる体制を構築

• 収集した情報を予測モデルに取り込み、予測値
を計算

• ３⽇先までの潮位、⽔温、塩分の予測情報を
HPで漁業者へ提供

【筑前海の海況予測システム】
• 県調査船で海底地形データを収集できるシステ

ムを構築
• 収集したデータを予測モデルに取り込み、予測値

を計算
• ７⽇先までの福岡県海域の⽔深帯毎の⽔温、

塩分、潮流の予測情報をHPで漁業者へ提供

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①海況予測システムの利⽤⼈数

【アウトカム指標（成果指標）】
①海況予測システムの利⽤者の利⽤満⾜度

九州大学

県調査船、漁船、
自動観測装置

観測網の構築・海況情報の収集

予測値の計算 予測情報の提供

高度な養殖管理、計画的な操業

システムを利用した漁業者



事業概要 【次代の⼈材育成に向けた⾼校教育DX推進事業】

実施地域 福岡県全域 事業費 25,395千円

実施主体 福岡県 ほか ⼈⼝ 5,108,507⼈

事業概要

・1⼈1台端末を活⽤して、充実した教育資源を、地域や学校の枠を超えて、⽣徒のニーズに応じた学校横断型
プログラムを実施
・不登校等⽣徒にオンライン学習環境を提供し、時間・空間にとらわれず誰⼀⼈取り残すことのない教育を実現
・デジタル採点システムを導⼊し、採点業務の効率化による教員の業務負担軽減、指導⼒向上に加え、⽣徒の
学びの充実を推進。

具体
サービス

【デジタル採点システム】
• 教員の指導⼒の向上
• ⽣徒の学びの充実
• 採点業務の効率化（教員の働き⽅改善）

【1⼈1台端末を使った時間・空間によらない教育】
• 各学校で実施している外部講師の講演をオンラ

インで受講
• 教員やカウンセラー等とのオンライン⾯談の実施
• 国内・海外⼤学とのオンライン交流
• 優秀教員を活⽤した進路・学習⽀援

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①1⼈1台端末の活⽤割合（週3⽇以上）
②システムを使った⽣徒の成績データ分析が増加し
た学校数

【アウトカム指標（成果指標）】
①効果的な振り返り学習を⾏った⽣徒が増加した学校数
②相談・指導等を受けた不登校⽣徒の割合



事業概要 【⺟⼦⼿帳アプリの機能拡張】

実施地域 福岡県北九州市 事業費 34,443千円
実施主体 福岡県北九州市 ⼈⼝ 929,766⼈

事業概要
⺟⼦⼿帳アプリ「きたきゅう⼦育て応援アプリ」の ①予防接種 ②⻭科健診関連 に関する機能を拡充し、新た
に予防接種予診票や⻭科健診受診票の電⼦作成機能及び医療機関等への提出機能等を追加することで、⼦
育て施策のＤＸ化を推進し、⼦育て世帯や医療機関等の⼿続き負担の軽減を図るもの。

具体
サービス

⺟⼦⼿帳アプリ「きたきゅう⼦育て応援アプリ」に次の
機能を追加する。

①保護者等がスマートフォンアプリを利⽤して、健診
票や予診票を電⼦作成し、医療機関へ提出するこ
とができる機能
②医療機関等がアプリを介して受け取った電⼦帳票
について電⼦確認を⾏い、接種実績、検診結果をク
ラウド上に記録する機能
③医師会や⾏政機関が、健診・接種実績を確認、
集計する機能や委託料の⽀払い請求⼿続き等を⾏
う機能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①予防接種関連サービスの利⽤者数の増加
②⻭科検診関連サービスの利⽤者数の増加
③⻭科健診受診率向上

【アウトカム指標（成果指標）】
①⺟⼦⼿帳アプリを利⽤した電⼦予診票の件数
・接種誤り減少率

②むし⻭のない⼦どもの割合の増加
③⺟⼦⼿帳アプリ満⾜度調査
（予防接種・⻭科検診関連サービス）

【予防接種の場合】

※②歯科健診関連DXは、「医療機関」を「歯科医療機関
」、
「医師会」を「歯科医師会」に読み替える



事業概要 【北九州市⾃転⾞駐⾞場DX推進事業】

実施地域 福岡県北九州市、市内⼀円 事業費 10,000千円
実施主体 福岡県北九州市 ⼈⼝ 929,766⼈

事業概要
北九州市が管理運営する有料⾃転⾞駐⾞場(23施設)について、デジタル技術等を活⽤して⾃転⾞駐⾞場の
DX化を図り、通信環境の整備を⾏うことで、電⼦申請サービス・キャッシュレス決済サービスの導⼊に繋げ、利⽤者
の利便性向上及び管理運営業務の効率化を実現するもの。

具体
サービス

【通信環境の整備】
• 市営有料⾃転⾞駐⾞場へ回線⼯事、パソコン

設置などを⾏い、電⼦申請サービス等の実施に
向けた通信環境を整備する。

【定期券の電⼦申請サービス】
• Webから事前に定期券の申請及び購⼊が可能

となるサービスを導⼊する。

【キャッシュレス決済サービス】
• 駐⾞場利⽤料⾦のキャッシュレス決済サービスを

導⼊する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①サービス導⼊に関する広報実施回数
②電⼦申請サービスを活⽤した件数
③キャッシュレス決済を利⽤した利⽤者の割合

【アウトカム指標（成果指標）】
❶アンケート調査により利便性が向上したと回答した割合
❷電⼦申請サービスを今後も利⽤したいと回答した割合
❸キャッシュレス決済を今後も利⽤したいと回答した割合

自転車駐車場
（全2３施設）利用者

利用申請

料金支払

現在

R5年度

・定期券の利用は窓口で申請

・料金の支払いは現金のみ

・キャッシュ レス決済サービ

スの導入

・Webによる定期券の電子申

請サービスの導入



事業概要 【「書かない・待たない・⾏かなくていい区役所」実現事業】

実施地域 福岡県北九州市 事業費 44,840千円

実施主体 北九州市役所 デジタル市役所推進室 デジタル市役所推進課 ⼈⼝ 929,766⼈

事業概要
北九州市DX推進計画のスローガンである「⾏かなくていい」市役所を⽬指し、⾃宅やより⾝近な場所で⼿続が完
結できるよう、デジタルに不慣れな⽅に対してオンライン⼿続きに関する⽀援窓⼝等を整備する。
また、区役所等に来庁された⽅に対しても、事前申請・窓⼝予約・書類作成⽀援といった⽅法により、「書かな
い」「待たない」市役所を実現する⾏政サービスを提供する。

具体
サービス

【オンライン⼿続き相談窓⼝】
• 区役所へのオンライン⼿続き⽤端末と⽀援員配置
• オンライン⼿続きに関するコールセンター整備
• オンライン⼿続き利⽤⽀援

【待たない区役所サービス】
• 窓⼝にＡＩカメラを設置し、時期や時間帯ごと

の混雑状況を定量的に把握
• 窓⼝にインターネット予約と発券機が連動した

システムを導⼊し、混雑解消、市⺠サービスを向上

【書かない窓⼝サービス】
• 必要な⼿続きを洗い出し、さらに当該申請書等

に市⺠の基本情報をプレ印字して印刷できる
ツールを区役所窓⼝等に導⼊

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン⼿続き⽀援件数
②インターネット予約数
③書かない窓⼝サービス 利⽤件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①オンライン申請件数の増加
②オンライン⼿続き相談窓⼝ 利⽤者の満⾜度
③待ち時間の平均削減時間（待たない区役所サービス）
④書かない窓⼝サービス⼿続き時間削減



事業概要 【デジタル技術を活⽤した福岡市公共施設
案内・予約システムの利⽤環境向上事業】

実施地域 福岡県福岡市 事業費 111,249千円
（200,000千円以内）

実施主体 福岡県福岡市 ⼈⼝ 1,581,398⼈

事業概要
福岡市公共施設案内・予約システムについて、デジタル技術を活⽤し、利⽤料のオンライン決済など、より市⺠が
利⽤しやすいシステムとなるよう、令和５年度に改修するとともに、地域に根差した施設等を新たに追加することで、
市⺠の利便性を⾼めるもの。（オンラインで利⽤者情報を登録・変更できる新システムを令和４年度に構築中）

具体
サービス

＜令和５年度改修内容(既存システムにない新たな機能)＞
【オンライン本⼈確認サービス】
・マイナンバーカード等を活⽤した本⼈確認
【オンライン決済サービス】
・利⽤料のキャッシュレス対応
・インターネットを介した⼝座振替先の登録
【内部分析機能】
・利⽤状況等データ出⼒機能

＜新たな施設の追加＞
・オンライン予約に対応していない地域に根差した
施設等を新たに追加

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①予約システム利⽤率
②オンライン本⼈確認サービスの利⽤件数／割合
③オンライン決済サービスの利⽤件数／割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①予約システム利⽤満⾜度
②オンライン本⼈確認サービスの利⽤満⾜度
③オンライン決済サービスの利⽤満⾜度

施設の追加

利用者 予約システム

公共施設

⽂化施設 体育施設 地域施設 研修室

オンラインでの
本人確認を追加

施設利用料の
決済手法の追加

利用状況
分析の追加

令和４年度に構築するシステムに新たに追加改修する機能

New

New

New
New



事業概要 【コンビニエンスストアにおける税務証明交付事業】

実施地域 全国 事業費 70,601千円

実施主体 福岡県福岡市 ⼈⼝ 1,581,398⼈

事業概要 ・コンビニエンスストアに設置しているキオスク端末を利⽤して、税務証明の⾃動交付を実施するもの。

具体
サービス

J-LISが提供する「コンビニ交付サービス」を活⽤して
実施している証明書のコンビニ交付サービスについて、
対象となる証明書の拡充を⾏うもの。

【現在交付している証明書】
・住⺠票の写し
・印鑑登録証明書
・⼾籍全部事項証明書
・⼾籍の附票の写し

【今回追加する証明書】
・所得証明書
・納税証明書

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 税証明のコンビニでの取得率

【アウトカム指標（成果指標）】
① 税証明の発⾏⼿続きに関する満⾜度



実施地域 福岡県福岡市 事業費 95,000千円

実施主体 福岡県福岡市 ⼈⼝ 1,581,398⼈

事業概要 社会課題の解決に向け、デジタル技術を活⽤した地域ポイントシステムを新たに構築し、市⺠の活動へのポイント
の付与と利⽤の循環を通じて、市⺠参加のまちづくりを推進するもの。

具体
サービス

（基本情報）
○デジタル地域ポイントシステムとして、市⺠がスマホ
アプリ等でアクセス可能なプラットフォームを構築する。
○アプリには「活動に参加してポイントをもらう」「ポイン
トを特典と交換する」機能を持たせる。

（サービスの流れ）
①市⺠は、市や地域団体等が実施する事業・取組
みに参加する。
②市や地域団体等取組みの実施主体は、QRコー
ド等を⽤いて市⺠にポイントを付与する。
③市⺠は、アプリを通じて、ポイントの特典との交換を
申請する。
④市（もしくは関連団体）は、市⺠に特典を提供
する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①利⽤登録者数（ダウンロード数）
②利⽤可能なメニューの数
③市⺠の活動・事業への参加回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①地域での⽀え合いにより、福岡市が住みやすいと感じる
市⺠の割合
②地域活動への参加率
③サービス利⽤者の満⾜度

事業概要 【デジタル地域ポイント】

市民

コミュニティ活動な
ど

福岡市

QRコード等発行（※）

※QRコード等を用いてポイント付与を行
う



事業概要 【引越しに伴う住所変更⼿続の簡素化・効率化事業】

実施地域 福岡県福岡市 事業費 20,727千円

実施主体 福岡県福岡市 ⼈⼝ 1,581,398⼈

事業概要
国のアナログ規制の⾒直しにより、市内の引越しに伴い必要となる、障害福祉サービス、教育・保育給付認定等に
係る住所変更の届出の⼿続について、庁内の情報連携等により省略が可能となることから、法令等の⾒直しに対
応した運⽤を早期に実現し、市⺠の負担を軽減できるよう、庁内の関連システム改修等を⾏うもの。

具体
サービス

住民基本台帳法による住所異動の手続きを
行ったもので、国の法令等の見直しにより住
所変更の届出が省略可能となった手続きの対
象者については、個別の住所変更の手続きを
省略可能とする。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①省略された届出書の枚数

【アウトカム指標（成果指標）】
①市⺠の⽅が窓⼝で⾏う⼿続きの短縮時間数

住民記録
システム

各業務
システム

各業務
システム

各業務
システム

各業務
システム

各業務
システム

住民
異動届

市民

住民
異動届

福岡市

○○証

△△
通知書

●●
通知書

□□
通知書 ■■券

届出提出

住民記録システムにデータ入力し
各業務システムへ連携



事業概要 【農地集約等の円滑化に資するシステムの導⼊】

実施地域 福岡県⼤牟⽥市 事業費 10,890千円

実施主体 福岡県⼤牟⽥市 ⼈⼝ 110,266⼈

事業概要
担い⼿農業者が耕作⾯積拡⼤、もしくは新規就農者が農地確保する際の現況農地情報の確認や貸借⼿続き
に係る負担を軽減するため、必要となる機能（①過去の貸借履歴を保持可能、②現地で地図並びにシステム上
の情報を確認及び即時更新可能、③収集した農地情報をスピーディーに地図に反映・開⽰可能、④農地情報
の属性等により地図上で⾊分け可能、⑤3D表⽰により地形把握が可能）を有するシステムを導⼊する。

具体
サービス

【農地情報・農振地域データ統合管理システム】
• 農地基本台帳システムの基本的な機能
① 住⺠基本台帳・課税台帳データ等との連携
② 基本項⽬の登録・削除・更新
③ 拡張項⽬の登録・削除・更新
※ともに、更新履歴（過去情報）を保持
• 農業地図システム機能
① 農地基本台帳との相互連携
② 地図上への位置情報のプロット
③ 地図上での検索、着⾊、計測等の機能
④ ３D表⽰により地形把握が可能（作物適地の材料）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①農地貸借⼿続きに係る時間
②地域計画の策定に向けた協議回数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①将来の担い⼿が決まっている農地⾯積の割合
②耕作放棄地の⾯積
③

現地調査の電⼦化

正確かつスピーディーな農地情報の収集

農地貸借に係る地域農業者の負担軽減︕



事業概要 【久留⽶広域圏電⼦図書館導⼊事業】

実施地域 福岡県久留⽶市 事業費 41,470千円

実施主体 福岡県久留⽶市 ⼈⼝ 302,523⼈

事業概要
⾮来館型のサービスとして、パソコンやスマートフォン、タブレット端末を⽤いて、時間や場所に制限されることなく電
⼦書籍の検索・貸出・閲覧・返却が可能な環境を整備し、コロナ感染拡⼤による外出抑制や臨時休館時もサー
ビスを継続し、利⽤者の利便性を⾼め、読書活動を推進するもの。

具体
サービス

【電⼦図書館サービス】
電⼦図書館システムを導⼊し、電⼦書籍コンテンツ
の検索・貸出・閲覧・返却及び書籍の⾳声読み上げ
サービスを⾏う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電⼦書籍導⼊冊数
②電⼦書籍貸出冊数
③電⼦図書館利⽤者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①図書館利⽤者満⾜度
②
③



事業概要 【⼦どもたちへの質の⾼い教育と保護者・地域との連携を実現する学校ICT環境の最適化】

実施地域 福岡県久留⽶市 事業費 200,000千円

実施主体 福岡県久留⽶市 ⼈⼝ 302,523⼈

事業概要
学校ICT環境の最適化により、校務情報の適正管理や校務の効率化に加え、GIGAスクール構想に基づくICT
を活⽤した教育活動による学習系データとの連携による質の⾼いデータ駆動型教育に取り組むとともに、保護者・
地域住⺠・学校の情報共有等を容易にする連携環境を整備することで、次世代の学校教育の実現を図る。

具体
サービス

【学校ICT環境最適化による学校教育の向上】

次のような学校ICT環境の整備を⾏うことで、⼦ど
もたちへの質の⾼い教育を⾏うとともに、保護者・地
域住⺠・学校が連携した学校教育環境の実現を図
る。

○ 学習系と校務系の間でのデータ連携環境の整
備による児童⽣徒への質の⾼いデータ駆動型教
育の実現
○ 児童⽣徒の校務情報の適正管理・校務の効
率化
○ 保護者・地域住⺠・学校との情報共有環境の
整備による保護者・地域住⺠・学校が⼀体となっ
た教育環境の実現

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①児童⽣徒への指導等が充実したと感じる教職員の割合
②保護者・地域住⺠・学校間の情報共有機能の登録者数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①⾃分にはよいところがあると感じる児童⽣徒の割合
②教育環境のよさに満⾜している市⺠の割合
③

ﾃﾞｰﾀ連携

保護者・地域住民

統合型校務ｼｽﾃﾑ
ｾﾞﾛﾄﾗｽﾄ環境 等

校務系ﾃﾞｰﾀ 学習系ﾃﾞｰﾀ
Google Workspace for Educatioｎ
学習ドリルソフト
心の変化記録 等

学校等

教職員 児童生徒

デ
ー
タ
駆
動
型
教
育

質
の
高
い
教
育
の
実
践

情報共有･連携



事業概要 【⾏政窓⼝キャッシュレス決済導⼊事業】

実施地域 福岡県久留⽶市 事業費 6,745千円

実施主体 福岡県久留⽶市 ⼈⼝ 302,523⼈

事業概要
⾏政サービスにおける⼿数料等の⽀払いについて、クレジットカード・電⼦マネー・QRコードなど、様々な⽅法での
キャッシュレス決済を導⼊し、市⺠の利便性向上を図るとともに、窓⼝での現⾦取り扱いの⼿間削減や、POSシス
テムによる集計の⾃動化など、 窓⼝業務を効率化するもの。

具体
サービス

【キャッシュレス決済サービス】
・証明⼿数料等をクレジットカード・電⼦マネー・QR 
コードなどキャッシュレス決済で⽀払

【POSシステム】
・POSシステムで、キャッシュレス及び現⾦収納の
集計等を⾃動化

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済の利⽤率
②キャッシュレス決済を導⼊した窓⼝数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓⼝利⽤者の満⾜度
②
③

市⺠

クレジットカード決済等

⾏政窓⼝ 決済事業者
オンライン化

123456

キャッシュレス
決済

照会

回答



事業概要 【デジタル化を契機とした『教育の改⾰』に向けた環境構築事業】
実施地域 福岡県直⽅市 事業費 83,629千円
実施主体 福岡県直⽅市教育委員会、直⽅市⽴⼩中学校 ⼈⼝ 55,941⼈

事業概要
本市では、「様々な教育データを相互運⽤・利活⽤できていないこと」及び、「ICT機器が⼗分に整備出来ていな
いこと」から、本市が⽬指す『未来型授業の実現』に向けて⽀障となっている現状がある。 この課題を解決するため、
「統合型校務⽀援システム」を導⼊して⽣産性を向上させ、教職員が児童⽣徒に振り向ける時間の増加を確保
するとともに、主体的対話的で深い学びを可能とするためのICT機器を設置し、『教育の質の向上』を実現する。

具体
サービス

【校務系・学習系ネットワークの統合（統合型校務
⽀援システムの導⼊及び拡充）】
・⼩中学校にて、統⼀したシステムを導⼊して⼩中
連携をさせながら、国が⽬指す標準化を推し進める。
・また、近い将来にはＭＥＸＣＢＴとの連携、さらに
は地域での情報連携の実現を⽬指す。
【ICT機器の整備（電⼦⿊板の全教室設置）】
・主体的対話的な授業の実施
・ＩＣＴを活⽤した未来型授業の実施

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①児童⽣徒が利⽤可能な教育⽤コンテンツの登録
数
②電⼦⿊板を活⽤した授業の実施数
③遠隔授業の実施回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①学⼒向上（全国学⼒・学習状況調査）
②保護者の学校に対する満⾜度（アンケート）
③児童⽣徒の学級満⾜度（アンケート）

教職員のICT環境 児童生徒のICT環境※GIGAスクール端末



事業概要 【キャッシュレス決済対応レジ導⼊事業】

実施地域 福岡県飯塚市 事業費 42,195千円

実施主体 福岡県飯塚市 ⼈⼝ 125,808⼈

事業概要
キャッシュレス決済については、国において2025年にその⽐率を倍増させ、全決済の4割程度とすることを⽬指し、多くの⾃治体においても
導⼊が進んでいるにもかかわらず、本市においては未導⼊であり、利⽤者にとっては不便な状況が続いている。多くの市⺠が利⽤する各種
証明書等の発⾏に係る窓⼝において、待ち時間の短縮などの利⽤者の利便性向上への改善策や新型コロナウイルス感染症等の感染防
⽌対策として、キャッシュレス決済対応レジ（以下、POSレジ端末という）の設置及びキャッシュレス決済代⾏サービスを導⼊するもの。

具体
サービス

【POSレジ端末導⼊サービス】
• POSレジ端末とキャッシュレス決済端末を連動さ

せることで誤⼊⼒によるミス発⽣を防⽌し、より正
確で迅速な決済が可能となる

• POSレジ端末に蓄積されたデータの抽出が可能
となる

【キャッシュレス決済代⾏サービス】
• キャッシュレス決済代⾏サービスを導⼊することで

現⾦以外の多様な決済⼿段を利⽤者に提供
することが可能となる

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①各種証明書等の⽀払いに係る

キャッシュレス決済利⽤件数の割合
②POSレジ端末導⼊数

【アウトカム指標（成果指標）】
①各種証明書等の交付⼿数料⽀払いサービスに係る利⽤者満⾜度
②利⽤者の滞在時間の短縮
（導⼊前の⽀払いに係る時間－導⼊後の⽀払いに係る時間）



事業概要 【市⺠⼀⼈ひとりがデジタル化の恩恵を感じられる窓⼝サービス】

実施地域 福岡県⽥川市全域・全国 事業費 23,420千円

実施主体 福岡県⽥川市 ⼈⼝ 45,713⼈

事業概要
令和４年１２⽉、⽥川市では、デジタルの⼒を最⼤限活⽤し、誰⼀⼈取り残すことなく、市⺠⼀⼈ひとりがデジ

タル化の恩恵を感じられるまちづくりを進める「⽥川市ABCD宣⾔」を宣⾔した。宣⾔のまちづくりの⼀つとして窓⼝
サービスのデジタル化を⾏う。まずは、ライフステージに変更が⽣じた市⺠向けに⼿続きナビサービスを導⼊するととも
に、マイナンバーカードを活⽤した証明書等のコンビニ交付サービスを導⼊し、市⺠サービスの向上を図る。

具体
サービス

１ ⼿続きナビサービス
市⺠が、スマートフォン等を使い、⾃⾝のライフ

ステージごとに必要となる⼿続きや必要な書類を
確認することができるサービスである。
○ライフステージ（サービス項⽬）
ア 引越関係︓転出、転⼊、転居
イ 婚姻関係︓結婚、離婚、⽒名変更
ウ 出⽣、死亡

２ コンビニ交付サービス
市⺠が、市役所に来庁せずとも、マイナンバーカー

ドを利⽤して、全国の最寄のコンビニ等のキヨスク端
末から、証明書（住⺠票等）を市役所の開庁
・閉庁に関わらず、早朝から夜間にかけて、取得す
ることができるサービスである。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①⼿続きナビサービスの利⽤件数
②コンビニ交付サービスを⽤いた証明書の発⾏割合
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①⼿続きナビサービスの利⽤者満⾜度
②コンビニ交付サービスの利⽤者満⾜度
③

１⼿続きナビサービス
※㈱グラファーサービス紹介資料/Graffer⼿続きガイド（同社提供）から引⽤

2 コンビニ交付サービス
※総務省ホームページ/コンビニ交付についてから引⽤



事業概要 【ごみ収集見える化（デジタル管理）事業】

実施地域 福岡県⽥川市全域 事業費 17,063千円

実施主体 福岡県⽥川市 ⼈⼝ 45,749⼈

事業概要
市内の集積所約2800か所をパッカー⾞8台で収集している廃棄物収集業務について、ステーション位置や収集
ルートをデジタル化することにより、従事者のスキルや経験値に頼らず、ごみ収集業務の効率化・平準化（最適
ルートでの運⾏）を図るとともに、市⺠向けにオンライン上で収集⾞の現在地や⾛⾏履歴をリアルタイムで公開する
ことで、収集漏れ、出し忘れなどの従来からの課題・要望に適切に対処し、市⺠サービスの利便性向上を図る。

具体
サービス

①ステーション位置と収集ルートのデジタル化
②収集⾞両の位置情報のリアルタイム表⽰
（収集状況の⾒える化）
③⾞両の登録エリア通過状況の把握
（ごみ、道路の事情による遅延状況の把握）
④市⺠へのチェックポイント通過表⽰
（収集漏れ、出し忘れの確認・問い合わせ）
⑤⾛⾏履歴の遠隔監視・データ蓄積
（適正ルート確認、問い合わせ・苦情対策）
⑥⾞両実績レポート
（⾛⾏距離、稼働時間等確認、効率⾛⾏GX）
⑦チャットツールによる作業員等の双⽅向間連絡
（収集⾞間、事務所と⾞間の連絡・指⽰等）
⑧ドライブレコーダーによる⾞両運⾏映像の視聴
（緊急時の対応、問合せ・苦情対策）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①市⺠のWEBサイト利⽤回数
②デジタルマップカバー率

【アウトカム指標（成果指標）】
①市⺠からの問い合わせ・苦情件数（対前年⽐）
②ごみの取り忘れ回避率
③燃料使⽤量（対前年⽐）



事業概要 【ばずっ“たがわ”＜デジタル発信・広報DX＞事業】

実施地域 福岡県⽥川市 事業費 12,544千円

実施主体 福岡県⽥川市、読売新聞⻄部本社 ⼈⼝ 45,749⼈

事業概要
市⺠・職員が⼀体となって、全国・全世界の幅広い世代に市の魅⼒が「伝わる」情報発信を⽬指し、プロカメラマ
ンやメディア有識者らによる実践型（写真・動画・記事投稿、SNS開設・更新など）の取組⽀援を通じて、市内
の多様なデジタルコンテンツ（写真、動画、記事等）の制作及びプラットフォーム化（クオリティの⾼い著作権フリー
コンテンツを保存・蓄積・共有）を図り、地域内外の住⺠に向けた広報・情報発信のデジタル化を図る。

具体
サービス

デジタルコンテンツ制作やSNSなどのデジタルメディア
等を活⽤した情報発信、発信プロセスのデジタル化、
市⺠と職員による新たな価値共創による情報発信を
⾏う。
ばずることで、まちのファンを増やす、地元誇りに思う。
①プロカメラマン等によるSNS等のデジタル広報コンテ
ンツ制作⽀援（写真・動画の撮影、編集、記事
の制作等）

②SNS等の管理ツール導⼊（全体把握・承認機
能等）

③テレビのデジタル放送を活⽤した⾏政情報・災害
などの住⺠向け情報発信

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①メディア（WEBサイト等）掲載回数
②公式SNSの投稿回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①公式LINE登録者数、公式Instagramフォロワー数
②公式SNSの満⾜度



事業概要 【オンリエスト博物館（デジタルTCHM） 】
実施地域 福岡県⽥川市 事業費 28,430千円

実施主体 福岡県⽥川市 ⼈⼝ 45,704⼈

事業概要

本市に所在する⽯炭・歴史博物館等において、「⽥川や⽇本の歴史・炭坑⽂化に興味を持ち、実際に現地に
訪問し、帰ってから振り返り、また⾜を運んでもらう」ことをコンセプトに、所蔵・展⽰された資料や映像等のデジタル
化を通じて、４つのフェーズ（興味、訪問、復習・学習、リピート）でそれぞれ異なるデジタル体験を提供する。
デジタル化を通じて、近代⽇本の⽯炭産業の歴史や⽂化などの⽂化財の保護を図り、後世に引き継ぐとともに、
博物館を中⼼に、地域外の⼈が本市を知る、本市に訪れる機会が増えることで、交流⼈⼝や関係⼈⼝の拡⼤が
図られるなど、地域にとっても、地域外にとっても唯⼀無⼆（オンリエスト）の地域振興・活性化に繋げる。

具体
サービス

【3Dビュー＋VR映像（デジタルツイン）」
博物館の展⽰室や外観を⾼画質の画像で撮影し、
3Dビュー＋VR映像で公開することにより、オンライン
上での⾒学、展⽰品鑑賞等の体験機会を提供する。
【オンリーワンガイド（AR⾳声ガイド）】
実在する学芸員の複数のリアルなアバターを制作し、
実空間の各ポイントで、タブレット・スマートフォン等を
通して、それぞれ特⾊のある⾳声ガイドを⾏う。
【学習環境の提供】
本市の歴史学習の場として、オンライン等でビデオ
講義やクイズの出題、レポート提出等を実施し、合
格者には「コールマインマスター（仮称）」の称号授
与等をオンラインで⾏う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①3Dビュー・オンライン学習等のサイト閲覧数
②ARを活⽤した館内ガイド実施回数
③コールマインマスター（仮称）受講者数、称号取得者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①来館者数
②満⾜率



事業概要 【⽣活者と事業者をつなぐ地域ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築(たがわくらしの110 番)】

実施地域 福岡県⽥川市全域 事業費 ８，８４０千円

実施主体 福岡県⽥川市、⽥川市地域経済活性化センター ⼈⼝ 45,749⼈

事業概要
⽣活者と事業者をつなぐ「たがわくらしの110番（仮称）」というｻｲﾄを作成し、困りごとをもつ⽣活者がﾁｬｯﾄﾂｰﾙに
より、課題を解決できる市内事業者を紹介。⽣活者は困りごとを解決する事業者を⾒つける事ができ、事業者は、
市外に発注の可能性がある仕事を取り込め、地域内経済循環に繋げることができる。なお、事業者登録の要件と
して、経営計画書作成を掲げることから、本ｻｲﾄにより、経営計画書の作成が学べる動画についても配信する。

具体
サービス

【たがわくらしの１１０番】
①相談がありそうな案件についてQ＆Aを作成し⼊⼒
②チャットボットシステム構築
③運⽤開始後、相談内容を分析し追加でQ＆Aを
⼊⼒
【経営計画書作成に向けた動画制作】
①経営計画書作成に向けた分かりやすい動画作成
②中⼩企業の経営者などが動画を視聴
（動画視聴後に座学講習などを開催）
③市内中⼩企業が経営計画書作成
④経営計画書を作成した中⼩企業がサイト登録

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①登録事業者数
②相談件数
③経営計画書作成動画視聴者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①マッチング件数
②動画を視聴した事業所の経営計画書作成事業所数



事業概要 【デジタルサイネージによる⼋⼥市の魅⼒発信】

実施地域 福岡県⼋⼥市 事業費 5,130千円

実施主体 福岡県⼋⼥市 ⼈⼝ 60,834⼈

事業概要
新庁舎オープンを機に市政情報発信ツールとしてタッチパネル式のデジタルサイネージを設置し、市の魅⼒や有⽤な
情報を発信していきたい。本市には、豊かな⾃然や歴史・⽂化、農産物、伝統⼯芸など、様々な魅⼒があり、また、
各地域には多彩な地域資源を活かした観光交流拠点がある。市の魅⼒を効果的に発信することで観光拠点の
来場者を増やし市⺠の関⼼度を⾼める。

具体
サービス

デジタルサイネージの導⼊により、動画や静⽌画など
さまざまな種類のコンテンツを同時に表⽰できるため、
来庁者に⼋⼥市の魅⼒が⼀度に伝わる。また、ディ
スプレイをタッチしてコンテンツの詳細を閲覧したり、良
いと思ったコンテンツに投票したりすることが可能で、
閲覧された回数や⼈気度などの利⽤状況によってコ
ンテンツの配置や⼤きさが⼊れ替わる仕組みがあるた
め、リアルタイムで市内の注⽬されている情報を発信
することができる。更にSNS※との連携も可能であり
最新投稿を⾃動的に取り込み表⽰をすることが可能。
※Facebook・Twitter等

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デジタルサイネージでの情報発信回数
②デジタルサイネージタッチデータ
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①デジタルサイネージ認知度
②各施設の来場者数の増加
③デジタルサイネージ利⽤者の満⾜度



事業概要 【集団健診等Web予約システム導⼊事業】

実施地域 福岡県⼋⼥市 事業費 2,000千円

実施主体 八女市 ⼈⼝ 60,000⼈

事業概要
現在、集団健診等の予約の受付は電話が中⼼であり、⼀部WEBからの予約受付も実施しているが、管理を紙
ベースで⾏っているため、予約を⼀元管理できず、窓⼝・電話対応も本庁のみでしか実施できない。予約管理シス
テムを導⼊することで、予約を⼀元管理し、情報を本庁・⽀所間で共有することにより、各⽀所（5箇所）でも窓
⼝・電話対応を可能にすることにより、市⺠の利便性の向上及び窓⼝での円滑な対応を実現する。

具体
サービス

【集団健診・検診Web予約システム】
・ 本庁・⽀所における電話・窓⼝での予約⽀援
・ リアルタイムな予約状況をWebで公開
・ 健診会場の予約割合に応じた地域住⺠への受
診勧奨

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①健診予約システムID登録者数
②受診勧奨サービス実施回数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①予約枠充⾜率
②特定健診受診率
③

予約システム

健診予約状況の⼀元管理

⾏政機関での予約⽀援 直接予約・変更・取消

本庁・⽀所



事業概要 【災害時情報共有システムによる災害対応⼒・情報発信⼒の強化】

実施地域 福岡県⼋⼥市 事業費 3,256千円

実施主体 福岡県⼋⼥市 ⼈⼝ 60,834⼈

事業概要
災害時に発⽣する被害情報等を収集・⼀元管理することで、災害情報連携による効率的な対応、災害時のきめ
細やかな⽀援を実現する。さらに、危険エリア・通⾏⽌め情報をわかりやすく・迅速に市⺠へ公開することで、地域の
災害対応⼒の向上を図る。

具体
サービス

災害時情報共有システムを活⽤し、以下を実現する。
①発災時に職員の安否・参集状況を収集、また被害現場や
避難所の状況と開閉状況を迅速に収集。
収集した情報は災害対策本部、関係部署、現場間でリアル
タイムに共有。
②災害対策本部は、災害現場からの被害報告を迅速に確
認し対応を指⽰する。関係部署は、⾏動計画、現場画像を
含めた被害情報、対策本部の指⽰をもとにきめ細やかな⽀援
を⾏う。
③災害時の物資供給拠点、各避難所の救援物資を効率的
に管理する。各避難所からの物資要求のほか、全体における
必要状況や物資数量等を把握し、配分状況も効率的に管
理する。
④災害発⽣時、市⺠が確認したい危険エリア・スポットなどの
地点情報を⼀元化し地図上に重ねて迅速に情報発信する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①被害情報把握、意思決定、対応指⽰に要した時間の短縮
②避難所の情報把握と連絡に要する時間の短縮
③市⺠向けに発信した情報へのアクセスユーザー数

【アウトカム指標（成果指標）】
①市の災害対応に対する市⺠の満⾜度向上
②⾃主防災組織の防災⼒の向上



事業概要 【保育園ICT推進事業】

実施地域 福岡県⼤川市 事業費 9,019千円

実施主体 福岡県⼤川市 ⼈⼝ 32,387⼈

事業概要
本市の公⽴の保育所型認定こども園に関しては、保育⼠不⾜の折、新型コロナウイルス感染症への対策、保護
者のニーズの多様化、および配慮を要する児童の増加や医療的ケア児の受け⼊れなどもあり、現場職員の負担が
増加している状況。総合保育⽀援システムの導⼊により園児と向き合う時間の充実を図り、同時に保護者の利
便性を向上させる。また質の⾼い保育を提供し、地域内の教育・保育施設をけん引していくことを⽬指すものとする。

具体
サービス

【保育の質向上と現場の業務省⼒化とサービス】
• 保育ICTシステムを活⽤した保登降園管理や保

護者からの連絡、保育ドキュメンテーション等の提
供

【総合保育⽀援システム「コドモン」】
• 登降園管理
• 帳票作成機能(⽇誌、指導案等)
• 保護者とのコミュニケーション機能
(⽋席・遅刻受付、アンケート配信・⾃動集計、
お知らせ⼀⻫配信）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ペーパレス化→コピー代削減
②保育ICTを使⽤した⽋席届け数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育⼠の満⾜度
②保護者の満⾜度
③



事業概要 【⾃治体DX推進のためのプラットフォーム活⽤事業】

実施地域 福岡県⾏橋市 事業費 4,213千円
実施主体 福岡県⾏橋市 ⼈⼝ 72,778⼈

事業概要

本市は⽇常的に来庁者が多く、住⺠異動や証明発⾏の窓⼝では待ち時間が慢性的に発⽣している課題に対し、スマート窓⼝を導
⼊した。しかし、そのサービスの活⽤が進まず、さらなる申請事業の拡⼤が必須である。そのために住⺠の利便性を向上させる申請から
優先的に拡充し、申請⼿続きの拡⼤をすることで、窓⼝の待ち時間の短縮を図る。そのために、⾃治体DX⽀援プラットフォームサービ
スを活⽤し、住⺠サービスに直結する効果的な申請⼿続きを選定し、内部事務の時間を徹底的に排除することで、住⺠を待たせな
いサービスを提供する。

具体
サービス

住⺠サービスに直結するための⼿続きをエビデンスに
基づき選定し、電⼦申請⼿続き数拡充を図る
【⾃治体DX⽀援プラットフォームサービス】
• 住⺠サービスに直結する業務の選定
• 業務プロセス、業務量の可視化
• 他⾃治体との⽐較
• 業務の最適化

申請受付から通知までの⼀貫したデジタル化による
ワークフローの具現化と費⽤対効果の明確化

• 誰でもいつでも同⼀の窓⼝サービスを提供するためのデー
タ蓄積

• エビデンスに基づくDX推進の実現

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電⼦申請対応⼿続き数
②業務改善ツールに格納された業務⼿順書割合
③エビデンスに基づく⾃治体DXの予算化
④業務改善(デジタル技術活⽤等)による作業時間削減率
⑤電⼦化⼿続きにおける電⼦申請利⽤割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①⾏政サービスの市⺠満⾜度
②業務単位でのヒト・モノ・カネの削減効果



事業概要 【学校連絡アプリ導⼊事業】

実施地域 福岡県⾏橋市 事業費 1,870千円

実施主体 福岡県⾏橋市 ⼈⼝ 72,778⼈

事業概要
児童・⽣徒の保護者から学校への連絡ツールが電話のみに限られ、教員が電話対応に要する時間が年々増加し
ており、保護者と学校の連絡⼿段をアプリ上で⾏うことで、簡素化をはかること。また、教育委員会及び学校から保
護者への連絡をデジタル化することにより、保護者の確認漏れの解消や、そのことに対する教員の事務の簡素化を
図る。

具体
サービス

【メッセージ送信】
• 教育委員会から保護者への連絡
• 学校から保護者への連絡
【⽋席遅刻連絡】
• 保護者からの電話によらない連絡
【アンケート機能】
• 各種学校⾏事の出⽋確認
• 各種調査への回答

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリの登録率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①学校連絡アプリに関する満⾜度
②
③

学校から
保護者への連絡

教育委員会から
保護者への連絡



事業概要 【異動受付⽀援事業】
実施地域 福岡県⼩郡市 事業費 74,124千円
実施主体 福岡県⼩郡市 ⼈⼝ 59,761⼈

事業概要
引越し等の窓⼝⼿続きに要する時間が最⼤１２０分、平均でも３０分を超える⼿続きが多くみられ、⼿続き時
間の短縮が課題になっています。そのため、「書かない窓⼝」のシステム構築を⾏い、⼿続きに要する時間の短縮を
図ります。また、このシステムの操作等を補助するため、窓⼝のアウトソーシングを⾏い、住⺠サービスの向上、滞在
時間の短縮と業務効率の向上、職員でなければならない業務に注⼒できる体制づくりを⽬指します。

具体
サービス

【「書かない窓⼝」を実現するために「異動受付⽀援シス
テム」の導⼊】
転出証明書をOCR処理やマイナンバーカード等を活⽤し、
本来は住⺠が⼿書きにて作成する異動届をシステム上
で職員が作成することが可能となります。
さらにその後必要となる各種⼿続き（児童⼿当や⼦ども
医療助成等）の申請書に印字することができます。
【スマートフォンやタブレットを活⽤した「事前申請システ
ム」の導⼊】
事前にインターネット上に住⺠が必要な⼿続きを選択し、
『必要な⼿続き、窓⼝、持参する物』を確認することがで
きます。
また、事前情報を⼊⼒することで「⼆次元コード」を発⾏
し、来庁した際に申請書や届出書を⼿書きすることなく
受付を済ませることができます。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①「異動受付⽀援システム」を活⽤した⼿続き件数
②「事前申請システム」の⼆次元コード発⾏数
③総合窓⼝の設置に向けた進捗率

【アウトカム指標（成果指標）】
①転⼊届の操作に要する時間（平均）②転居届の
操作に要する時間（平均）③転出届の操作に要す
る時間（平均）④窓⼝業務のアウトソーシング化に
よる窓⼝利⽤者の満⾜度



事業概要 【学校情報⼀元管理⽀援事業】

実施地域 福岡県⼩郡市 事業費 29,023千円

実施主体 福岡県⼩郡市 ⼈⼝ 59,761⼈

事業概要

児童⽣徒及び教職員の情報等を⼀元管理することにより、不登校兆候等課題を抱えた児童⽣徒の⽇頃の状況
を教職員間及び教育委員会で情報共有し、早期の対策を講じることが期待できるとともに、校務のデジタル化を
進めることにより、業務の効率化を図り、教職員が児童⽣徒に接する時間を⼗分に確保することで、その時間を活
⽤し、児童⽣徒に寄り添った個別⾯談や組織的対応等が実施でき、誰⼀⼈取り残さない学校教育の実現を⽬
指します。

具体
サービス

【統合型校務⽀援システム】
• 児童⽣徒の個⼈情報（⽇常所⾒）
• 児童⽣徒の学籍情報
• 児童⽣徒の保健情報
• 児童⽣徒の出席状況
• 学校⾏事、週案の作成
⼩中間で情報の共有・引継ぎができ、９年間の変
化が把握できます。

【グループウェア】
• 校内・外のメール機能
• 学校間の掲⽰板機能
• 教職員の出退勤管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①児童⽣徒の⽇常所⾒の記⼊・⼊⼒数
②教職員の業務削減時間数
③電⼦化に伴うペーパー使⽤削減量

【アウトカム指標（成果指標）】
①⾃分のよさを知り、よさを発揮できている児童⽣徒の割
合
②授業にICTを活⽤して指導する教員の割合
③児童⽣徒に対する組織的取組の客観的評価

統合型校務
支援システム

各学校情報を
データセンターに集約

Ａ小学校

Ｂ中学校

Ｃ中学校

Ｄ小学校



事業概要 【⼦どもの⾒守りシステム整備事業】

実施地域 福岡県⼤野城市 事業費 31,997千円

実施主体 福岡県⼤野城市、各サービス導⼊事業者等 ⼈⼝ 101,594⼈

事業概要
⼦どもたちの登下校に関しては、地域の⾒守り（各地区において⾃主防犯活動を⾏う団体（区のパトロール隊、
シニアクラブ、PTA等））により安全確保されているが、場所や時間帯によっては⼈の⽬が⾏き届かないことがある
ため、センサー等のデジタル技術を活⽤して、その空⽩を埋め、地域と保護者等が連携して⼦どもたちの⾒守り活
動を⾏うことができるようシステムを整備するもの。

具体
サービス

【センサーを使った⼦どもの⾒守りサービス】
• センサー(ビーコン)端末を利⽤して、地域に整

備した⾒守りポイントで位置情報を記録し、万
が⼀の事案が発⽣したときには、警察に位置
情報等を提供する

• 基地局とは別に⾒守りアプリを保護者等の地
域の⽅々に登録してもらうことで、さらに詳細な
位置情報の把握が可能になる

• また、保護者が希望すれば、⼦どもの位置情
報を確認できる（有料サービス）

• 主なサービス導⼊⾃治体
福岡県福岡市、福岡県粕屋町、
福岡県久⼭町

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①サービス利⽤者件数
②基地局設置箇所
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者が⼦どもたちを安⼼して登下校できると感じる満⾜度
②
③

【クラウド】
位置情報を記録・管理

13:35 ●●3丁⽬ 13:30 ｺﾝﾋﾞﾆ▲▲店

固定基地局
設置ﾎﾟｲﾝﾄ⾒守りｱﾌﾟﾘ

登録者

保護者が希望すれば
位置情報を確認可能
※有料サービス

位置情報を
提供 【万が⼀の場合】

保護者から
⾏⽅不明者届

専⽤窓⼝
(市役所等)

警察

警察から
照会

位置情報
等を提供

⼦どもたちにセンサー(ビーコン)端末を配布
※端末はランドセル等に取り付け

学校⾃宅

【ｵﾌﾟｼｮﾝ】

早期解決



事業概要 【⾼齢者⾒守りＩＣＴ化事業】

実施地域 福岡県⼤野城市 事業費 16,138千円

実施主体 福岡県⼤野城市、各サービス提供事業者等 ⼈⼝ 101,594⼈

事業概要
⾼齢化率が増加していく中、⾼齢者が安⼼して住みなれたまちに末永く住むことができるよう、認知症⾼齢者が⾏
⽅不明になったときの事故防⽌や、独居⾼齢者の孤独死防⽌・不安軽減のために、センサーや位置情報システム
等のデジタル技術を活⽤し、⾼齢者の安全・安⼼の確保を図るとともに緊急時の不安軽減・家族の負担軽減を
図るもの。

具体
サービス

【⾼齢者捜索位置検索サービス】
• ⾼齢者徘徊時のGPSによる位置検索を⾏う
• 利⽤者にGPSと収納袋(お守りタイプ)を配布(希望者に

は介護シューズも配布)し、GPSによる位置検索を可能
にする

【⾼齢者捜索⾝元確認サービス】
• QRコードがついたシールを⾼齢者の持ち物に貼付し、徘

徊時に発⾒者がQRコードを読み取ることで家族等と伝
⾔板を通してオンライン上でやり取りをする

【⾼齢者⾒守りセンサー導⼊サービス】
• ⾃宅に⼈感センサー(⾒守りセンサー)を設置し、通報装

置(⾒守りケータイ)を併せて所持する
• ⼀定期間動きがないとオペレーターが本⼈と家族に連絡
• 緊急通報があればオペレーターが対応し、警備会社が⾼

齢者のもとに駆け付ける

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①位置検索サービス利⽤者数
②⾝元確認サービス利⽤者数
③⾒守りセンサー導⼊サービス利⽤者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①位置情報検索件数
②⾏⽅不明者の発⾒率
③不安や悩みが軽減したと感じる利⽤者の満⾜度

イメージ図等
（レイアウト任意）

GPS

⾼齢者が
普段⾝に着けている
ものにセンサーを取付

位置
情報

アプリでいつでも
位置情報取得

伝⾔板

ｼｰﾙのQRｺｰﾄﾞを
読み取る

伝⾔板へ
書き込み

家族
等

家族
等

発⾒
情報

発⾒者

⾼齢者

⾒守りセンサー

⾒守りケータイ

⾼齢者

屋内

屋内外

⼀定期間が動きがないと
センサーが異常通知を発信

警備会社

家族
等ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ

連絡

安否確認(電話や訪問)

【緊急時】

緊急通報

駆け付け

位置検索

⾒守りｾﾝｻｰ

⾝元確認

確認

確認

※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。



事業概要 【公共施設予約システム更新事業】

実施地域 福岡県⼤野城市 事業費 8,652千円

実施主体 福岡県⼤野城市、各公共施設指定管理者等 ⼈⼝ 101,594⼈

事業概要
現在運⽤している公共施設予約システムについて、ユーザビリティに考慮された機能をもち、利⽤者ニーズの⾼い
キャッシュレス決済に対応する等、時代に即したシステムへと更新することにより、オンライン上で公共施設の予約・
施設利⽤料の決済までを可能にし、⾮接触型による感染症対策の向上及び利⽤者のサービス向上を図ることで
市⺠活動の活性化を図るもの。

具体
サービス

【公共施設予約システム】
• 公共施設利⽤者は、パソコンやスマートフォンを

利⽤して、オンライン上で、いつでも・どこからでも
市内公共施設を予約できる

• システム上で施設の空き情報等を⼀元的に閲
覧でき、利便性が向上する

• さらに、システム更新に際しては、クレジットカード
による⽀払いなど、利⽤者からのニーズが⾼い
キャッシュレス決済に対応し、更なる利便性の向
上及び⾮接触型による感染症対策の向上を図
る

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済の利⽤率
②システムによる施設予約割合
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①公共施設予約システムの利⽤満⾜度
②
③

利⽤者 公共施設

公共施設予約ｼｽﾃﾑ

検索・予約

施設情報

管理

利⽤

キャッシュレス
決済

●利便性向上
●感染症対策向上



事業概要 【総合窓⼝デジタル化推進事業】

実施地域 福岡県⼤野城市 事業費 39,075千円

実施主体 福岡県⼤野城市、J-LIS、各サービス導⼊事業者等 ⼈⼝ 101,594⼈

事業概要
ウィズコロナ時代の新しい窓⼝を実現するために、申請書に記載することなく⾃宅等で事前申請を⾏える「書かない
窓⼝」や、来庁予約を⾏い滞在時間を少なくする「待たない窓⼝」、⼿数料⽀払い等の「キャッシュレス決済」を導
⼊し⾮接触型による感染症対策を向上させることのほか、マイナンバーカードの更なる普及を⽬指して「コンビニ交
付」を導⼊し、市⺠の利便性向上を図るもの。

具体
サービス

【コンビニ交付サービス】
• 「コンビニ交付」と「らくらく窓⼝証明書交付サービス」を導⼊し、

市⺠の利便性を向上させるとともに、マイナンバーカードを保有
することのメリットを享受してもらう

【書かない窓⼝サービス】
• ⾃宅等で事前にオンライン上で申請内容を⼊⼒し、内容は

QRコード化される
• 市役所窓⼝で、そのQRコードを読み取ることで申請書が完成

するため、市⺠は申請書を⼿書きで記載する必要がなくなる
【待たない窓⼝サービス】
• 市⺠は窓⼝予約システム上で来庁時間を事前予約できる
• 予約時間に来庁することで待ち時間が緩和され、不安・不満

の解消につなげる
【キャッシュレス決済導⼊】
• 市役所窓⼝と市内4箇所のコミュニティセンター窓⼝において、

⼿数料等⽀払いのキャッシュレス化を実施する
• クレジットカード、コード決済、電⼦マネー等に対応し、多様な

決済⼿段により市⺠の利便性向上、⾮接触型による感染症
対策を向上させる

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コンビニ交付による証明書交付率
②書かない・待たない窓⼝サービスの利⽤件数
③キャッシュレス決済の利⽤率

【アウトカム指標（成果指標）】
①マイナンバーカードの普及率
②書かない・待たない窓⼝の利⽤者満⾜度
③キャッシュレス決済の利⽤満⾜度
④コンビニ交付の利⽤満⾜度

ｺﾝﾋﾞﾆ交付

申請者
コンビニ

証明書
交付
センター
(J-LIS)

証明書取得

データ連携

データ
連携

書かない窓⼝

ｸﾗｳﾄﾞ

事前情報⼊⼒

QRコード
発⾏

予約情報⼊⼒

予約完了
通知

専⽤
Web
サイト

専⽤
Web
サイト

待たない窓⼝

事前情報や予約情報
を持って来庁

ｷｬｯｼｭﾚｽ

決済

クレジットカード、コード決済、
電⼦マネー等に対応

証明書等交付

券売機
・端末

※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

市役所に
⾏かなくて
OK

マイナンバーカード
で申請



事業概要 【「定住都市むなかた」実現に向けた地図情報の公開事業】

実施地域 福岡県宗像市 事業費 86,136千円

実施主体 福岡県宗像市、⺠間事業者 ⼈⼝ 97,214⼈（R4.1.1時点）

事業概要
本事業では、本市の公開型GISについて「定住化推進」を軸とした拡充を⾏う。拡充に当たっては、定住ターゲット
や市⺠の⽇常⽣活に有益な情報や、事業者からのニーズが⾼い道路台帳等もデジタル化して公開する。現在個
別分野の情報公開に留まっている公開型GISを拡充し、本市の魅⼒発信や事業者への効率的な情報提供を進
めることで、「住む」・「建てる」の両⾯から「定住都市むなかた」の実現を⽬指す。

具体
サービス

• 現在都市計画情報のみを公開している公開型
GISについて、定住促進を⾒据えて搭載する地
図情報を増やす。想定は以下のとおり。
①「住む」の視点︓幼保施設、学校施設、公園
など、主要な定住ターゲットや市⺠において⽇常
⽣活に有益な地図情報
②「建てる」の視点︓道路台帳、防犯灯など、
事業者の取組みに有益であり、かつデジタル化に
よる効果が特に⾼いと想定される地図情報

• システム拡充とあわせて、庁内外の関係者と連
携しながら、システム普及促進に向けた取組みと
定住促進事業との連携を進める。

• 公開型GISの拡充とあわせて庁内に窓⼝閲覧
システムを設置し、インターネット環境を持たない
市⺠等も情報を取得できるようにする。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開型GISのアクセス件数
②公開型GIS普及に向けた周知活動の実施回数
③窓⼝閲覧システムに搭載する情報の種類

【アウトカム指標（成果指標）】
①公開型GISに対する満⾜度
②定住補助⾦の申請件数
③窓⼝閲覧システムによる情報閲覧の効率性

本市の地図情報 統合型GIS【運⽤中】

地図情報を
⼀元管理

デジタル
化も実施

公開型GIS【拡充】 窓⼝システム【新規】

⾃宅等から多様な
地図情報をワンス
トップで閲覧

宗像市
都市計画情報
サービス

宗像市
総合地図情報
サービス

庁内に設置した端末
から、地図情報を取
得可能



事業概要 【太宰府市の⽂化財三次元コンテンツを活かした地域活性化事業】

実施地域 福岡県太宰府市 事業費 5,553千円

実施主体 福岡県太宰府市 ⼈⼝ 71,520⼈（Ｒ4年末）

事業概要
先端的な⼿法を取り⼊れ、かつ⾝近な⽂化財として活⽤するために、市で収蔵している⽂化財を三次元（以下、
「3D」とする）データ化し、コンテンツとして広くウェブ公開し、より⾝近にかつ⼿軽に⽂化財にふれあう機会を提供し、
住⺠にとって地域への愛着を深めるとともに地域の魅⼒として広域に発信することを通して地域活性化をはかる。ま
た、オープンデータ化した3Dデータの⺠間による活⽤も推進する。

具体
サービス

１）市内の⽂化財の３Dコンテンツ化と
公開

２）⽂化財３Dコンテンツを活⽤した歴
史展⽰の開催

３）⽂化財３Dコンテンツや、技術に触
れるワークショップ開催

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①⽂化財3Dコンテンツの公開点数
②⽂化財3Dコンテンツを活⽤した資料の展⽰点数
③⽂化財3Dコンテンツや技術にふれるワークショップののべ開催回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①⽂化財3Dコンテンツを活⽤した歴史展⽰への満⾜度
②⽂化財3Dコンテンツを活⽤した歴史展⽰へのリピート率
③市内の歴史・⽂化遺産を誇りに思う市⺠の割合



事業概要 【コンビニ交付システム利⽤⽀援サービス事業】

実施地域 福岡県古賀市 事業費 8,600千円

実施主体 福岡県古賀市 ⼈⼝ 59,234⼈
（令和4年12⽉末時点）

事業概要 コンビニ交付対応⾏政キオスク端末を導⼊し、証明書コンビニ交付サービスの利⽤⽀援を⾏うことにより、機器の操
作性やコンビニ交付サービスの利便性を実感させ、マイナンバーカードの利活⽤を促進する。

具体
サービス

全国のコンビニエンスストアに設置されているキオスク
端末と同様のものを庁舎内に設置し、証明発⾏及
び本籍地利⽤登録申請を⽀援。

【キオスク端末の利⽤⽀援サービス】
• コンビニ証明交付サービスの説明
• 庁舎内でコンビニ交付サービスの利⽤⽀援
• 本籍地の市町村に対する利⽤登録申請⽀援

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
庁舎内⾏政キオスク端末証明書発⾏件数

【アウトカム指標（成果指標）】
コンビニ交付サービス証明書発⾏件数
庁舎内⾏政キオスク端末の利⽤者満⾜



事業概要 【公開型GIS整備による官⺠連携まちづくり推進事業】

実施地域 福岡県古賀市 事業費 76,000千円
実施主体 福岡県古賀市、⺠間企業 ⼈⼝ 59,234⼈

事業概要

本事業では、公開型GISを整備し、地図データに紐づく⾏政情報を提供する仕組みを構築する。住
⺠の来庁による確認の負担を軽減し、まちづくりに係る情報を統合・公開することで「⾏かない市役
所」の実現を図る。併せて、誰もが容易に情報を取り扱えるように、まちづくりへの参画意欲を醸
成し、住⺠との情報相互連携を促進させる。

具体
サービス

①公開型GISの構築ならびに搭載データの整備
• 誰もが様々な端末から容易に⾏政情報を閲覧・

利活⽤できるシステムを構築する。
• 公開型GISには、都市計画や道路、防災などの

インフラ情報のほか、医療・福祉施設など⽣活に
必要な幅広い情報を搭載する。

• 公開型GISを様々な住⺠に利⽤してもらうため、
企業や⼤学等と連携して、⼦供から⼤⼈まで幅
広い世代に向けて利活⽤の促進を図る。

②情報共有の効率化に向けた統合型GISの構築
• 公開型GISの構築に伴い、庁内各課に導⼊され

ているGISと紐づく台帳システムを統合する。
• 地図情報の共有と公開に向けた基盤を構築し、

全庁的な情報資産の利活⽤ならびに市⺠サービ
スの向上を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開型GISへのアクセス数
②統合型GISで利活⽤可能なデータの種類
③住⺠向け利活⽤促進の普及啓発の参加者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤者が満⾜する公開型GISの運⽤
②都市計画・道路に係る情報提供の効率化
③公開型GISの普及啓発に参加した住⺠の満⾜度



事業概要 【スマート農業によるうきはブランドの価値向上】

実施地域 福岡県うきは市 事業費 3,993千円

実施主体 うきは市 ⼈⼝ 28,213⼈(R4.12.1)

事業概要
農業分野での⾼齢化や新規就農者の少なさ、⽣産量の課題をIoT導⼊と農業情報のプラットフォームの構築によ
り、うきはテロワールによってできる⾼品質な作物のうきはブランドとしての価値向上を⽬指すと同時に、新規就農者
の増加や⽣産技術の向上や継承を⽬指す。

具体
サービス

・各農家のいちごハウスに各種センサー機能をもった
機器を設置し、取得したデータをうきは市の農業情
報プラットフォームに集約しより⾼品質でブランド化さ
れたイチゴの⽣産と⽣産技術の向上や継承を⽬指す。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①データ収集・分析する作物の種類数
②データ収集・分析した⾯積(農家数)

【アウトカム指標（成果指標）】
①いちご⽣産量
②新規就農者数



事業概要 【公共施設オンライン申請サービス】

実施地域 福岡県うきは市 事業費 6,637千円

実施主体 うきは市 ⼈⼝ 28,213⼈（R4.12.1）

事業概要
当⽇利⽤ができないことや窓⼝のみの利⽤申請による来庁可能な⽅のみが利⽤してるという課題を施設予約シス
テムを導⼊することで、来ない・書かない窓⼝の⼀つとして、時間や場所にとらわれない申請により、住⺠サービスの
向上を⽬指す。

具体
サービス

「施設予約システム」の導⼊
・⽂化施設や体育施設など公共施設の空き状況が
スマホやタブレットからも確認ができるようになり、施設
予約から決済までをオンラインで完結するようなシステ
ムを導⼊する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①施設予約システム利⽤者登録累計数
②年間オンライン予約総件数（週間平均予約
数）

【アウトカム指標（成果指標）】
①施設予約システムの満⾜度

住 ⺠ 施 設

公共施設
予約DB

施設予約
施設利⽤抽選
予約確認・取消
空き状況照会

施設情報管理
予約管理
帳票出⼒

施施設情報管理
予約管理
利⽤者情報管理
帳票出⼒
データ集計

市役所



事業概要 【データ共通地図情報基盤更新事業】

実施地域 福岡県宮若市 事業費 15,070千円

実施主体 福岡県宮若市、受託業者等 ⼈⼝ 26,734⼈（R4.12時点）

事業概要
現在、本市にて運⽤している統合型GIS上にて管理している地図情報（都市計画情報、インフラ情報（道路
情報、公共交通情報）、防災情報、等）の⼀部や最新の基盤地図情報（航空写真や基本図等）を、住⺠
や事業者へ公開し、従来の窓⼝閲覧等の訪問に係る時間や問合せ時間など、来庁者への負担軽減をはかる他、
重要な情報の発信⼒強化を⾏うことで、住⺠サービス向上を図る。

具体
サービス

【宮若市データ共通基盤（地図情報）更新業務】
①共通基盤地図更新
・航空写真撮影
・都市計画基本図修正
②公開型GIS導⼊
以下の情報の公開による市⺠サービス向上
・都市計画情報
・道路情報
・登記情報
・防災情報
・観光情報
・交通情報等
※G空間情報センターに登録されている情報も、公
開できるか検討を⾏う。

【イメージ図】

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】 〜2025年度末
①公開対象地図情報のレイヤ数（10件）
②窓⼝来庁者数の削減率（60%）
③システムのアクセス件数（3,500アクセス）

【アウトカム指標（成果指標）】 〜2025年度末
①システム利⽤満⾜度（80%）
②地域利⽤頻度（10回）

・地図情報公開による、窓⼝閲覧、問合せ・訪問に係る時間の軽減
・住⺠等への発信⼒強化を図る。

地域団体
住⺠等

事業者

⾏政

航空写真 基本図
共通基盤データ

各種地図情報データ
外部公開（公開型GIS）

・来庁者削減
（時間軽減、感染対策等）

HPや広報紙、市公
式LINE等を通じて

周知する。



事業概要 【電⼦申請システム構築事業】
実施地域 福岡県嘉⿇市 事業費 1,518千円

実施主体 福岡県嘉⿇市 ⼈⼝ 35,529⼈

事業概要

⾏政⼿続きのために仕事や余暇の時間を削って⾃治体窓⼝を訪れたり、⼿書きの作成で⾮常に⼿間がかかっていた住⺠や事業者に
対して、あらゆる⾏政⼿続きに対応し、PCやスマートフォンなどのデバイスを問わず電⼦申請ができる仕組みを提供する。これまで、本
⼈確認が必要であったり、⽀払いが必要で電⼦化できなかった⼿続きはマイナンバーカード等と連携した電⼦認証機能やキャッシュレ
スを実現するオンライン決済機能を導⼊する。また、申請者と⾃治体をつなぐ双⽅向のコミュニケーションを実現するため、申請後のやり
とりを実現し、多くの⼿続きのデジタル完結を推進する。

具体
サービス

【電⼦申請システム】
●ノーコード電⼦申請システム「LoGoフォーム」
株式会社トラストバンク社が「LGWAN－ASPサービス」として提供している⾃治体職員が電⼦申請や申込予約、アンケートなどの
フォームを作成・集計し、⼀元管理できる⾃治体専⽤の「ノーコード電⼦申請システム」。
●LoGoフォームと連携もしくは拡充する機能
・マイナンバーカードを利⽤した「公的個⼈認証」（（株）×IDが提供する×IDアプリ等）
・キャッシュレスに対応した「オンライン決済」（（株）GMOペイメントゲートウェイが決済代⾏事業者として連携）
・申請者と住⺠をつなぐ双⽅向のコミュニケーションを実現する「デジタル窓⼝」（LoGoフォーム機能内の拡充）
・ぴったりサービスとの連携により、⼿続きオンラインを拡充する。（LoGoフォーム機能内の拡充による連携）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
●電⼦申請対応⼿続き数
●電⼦化⼿続きにおける電⼦申請利⽤割合

【アウトカム指標（成果指標）】
●次回も電⼦申請を継続利⽤したい⼈の割合



事業概要 【嘉⿇市デマンド運⾏型バスシステム更新事業】

実施地域 福岡県嘉⿇市 事業費 12,100千円

実施主体 福岡県嘉⿇市 ⼈⼝ 35,529⼈（R4.12.31）

事業概要
嘉⿇市は、令和２年４⽉から市の公共交通を再編し、再編後の公共交通の⼀つとして、デマンド運⾏型バスを
導⼊している。デマンド運⾏型バスの運⾏に関しては、ＭＯＮＥＴ Technologies株式会社のシステムを利⽤
して、電話及びアプリで利⽤可能であるが、現システムにおいては、アプリでの乗り継ぎ利⽤ができない、予約可能
な時間が分からないなどの課題があるため、システムを切替することで利⽤者の利便性向上を図るものである。

具体
サービス

【MONETオンデマンドモビリティサービス】
• デマンド運⾏型バスの予約管理システムの提供
• 専⽤アプリでの予約受付の対応
• スマホアプリ「LINE」での予約受付の対応

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デマンド運⾏型バスアプリ登録者数
②デマンド運⾏型バスアプリ利⽤率

【アウトカム指標（成果指標）】
①デマンド運⾏型バス満⾜度の向上



事業概要 【コンビニ交付サービス】

実施地域 福岡県朝倉市、全国 事業費 13,653千円

実施主体 福岡県朝倉市 ⼈⼝ 50,921⼈

事業概要
地⽅公共団体情報システム機構（J-LIS）が⾃治体基盤クラウドシステム（BCL）によって提供する「コンビニ
交付サービス」を導⼊し、マイナンバーカードによる利便性の⾼いオンラインサービスを提供することで、市⺠サービス
向上を図る。

具体
サービス

【コンビニ交付サービス】
・市⺠が市役所に来庁しなくても、マイナンバーカード
を利⽤して、全国の最寄のコンビニエンスストア等から、
市役所が発⾏する住⺠票、印鑑証明を、市役所の
開庁時間にとらわれず、早朝から夜間にかけて、いつ
でもどこでも取得することができるサービス。

地⽅公共団体情報システム機構（J-LIS）資料から抜粋

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コンビニ交付件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①コンビニ交付満⾜度調査
②マイナンバーカード申請率
③



事業概要 【キャッシュレス対応セミセルフレジ導⼊サービス】

実施地域 福岡県朝倉市本庁舎、⽀所 事業費 9,351千円

実施主体 福岡県朝倉市 ⼈⼝ 50,921⼈

事業概要 窓⼝の混雑緩和のに向けたスピーディーな⽀払いの実現、⽀払⽅法の選択が可能となる、キャッシュレス対応セミ
セルフレジを導⼊し、市⺠サービスの向上を図る。

具体
サービス

【キャッシュレス対応セミセルフレジ導⼊】
・本庁2台、⽀所各1台、合計4台を窓⼝に導⼊し、
窓⼝で発⾏する各種証明書（住⺠票、⼾籍等）
発⾏⼿数料の⽀払いをクレジットカード、電⼦マネー、
QRコード決済で可能とするサービス。

徳島県板野町ホームページから

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓⼝⽀払いキャッシュレス化満⾜度調査
②
③



実施地域 福岡県みやま市 事業費 20,000千円

実施主体 福岡県みやま市役所 ⼈⼝ 35,477⼈（2022年12⽉現在）

事業概要
みやま市の伝統や観光資源、産業などの魅⼒をリアルとデジタル活⽤で国内外へ発信し、地域や時間を超えた関
係⼈⼝拡⼤の新しい形を作ります。
実施においては市⺠参加を呼びかけ、市⺠と共にチャレンジしていくことで市全体の活性化となり、わくわくする未来
型まちを⽬指します。

具体
サービス

みやま市の魅⼒を国内外に発信するデジタルコンテンツ、デジ
タルならではのイベント配信の形で関係⼈⼝拡⼤に繋がる仕
組みづくりに取り組みます。
【メタバースサービス】
■“伝統”の魅⼒発信
・幸若舞や新開能などの⽂化的価値のある芸能や歴史、
⽂化財などをデジタルコンテンツとして配信

■“観光資源”の魅⼒発信
・清⽔寺や鉱泉場などリアルでは拝観できない観光資源や
四季を通した魅⼒的な⾵景などをデジタルコンテンツで配信
■“産業/ワンヘルス”の魅⼒発信
・伝統産業である花⽕や和蝋、主要産業である農林⽔産業、
福岡県と連携して進めているワンヘルス事業への取組みや
イベントをデジタルコンテンツとして配信

いずれの取組みもリアルとデジタルでのイベント体験など時間や
場所の制約なしで参加できる空間を提供し魅⼒を発信します。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①メタバースイベントのアクセス数
②メタバースイベントの実⾏回数
③メディア掲載数

【アウトカム指標（成果指標）】
①メタバースサービスの満⾜度
②イベント参加者（来場者・実施者）の満⾜度

事業概要 【メタバースを活⽤したみやま市の魅⼒発信】



事業概要 【⽷島市教育情報システム整備事業】

実施地域 福岡県⽷島市 事業費 199,867千円

実施主体 福岡県⽷島市 ⼈⼝ 103,663⼈

事業概要
学校間、各学校と教育委員会を結ぶ総合的なネットワークを構築し、児童・⽣徒の情報を⼀元管理できる統合
型校務⽀援システムを導⼊することで、⽀援が必要な⼦どもへの迅速かつ⾼度な対応を可能とし、また、教職員の
指導⼒の向上によりGIGAスクール構想の推進を図る。

具体
サービス

【統合型校務⽀援システム】
• 学校内サーバーからクラウド化へ
• 児童⽣徒の⼩学校から中学校までの情報管理
• 学籍管理、出⽋管理、成績処理、保健室利⽤

管理等を統合的に管理
• グループウェア機能、ファイルサーバーによる情報

共有
• 現下の情勢を踏まえてネットワークの情報セキュリ

ティを強化
• テレワークの導⼊

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ICT活⽤アドバイスを実際に授業で活⽤した教員
数
②実際に授業で活⽤したICT活⽤実践事例の延べ
数

【アウトカム指標（成果指標）】
①ICTをどのように活⽤したらよいかわからない教員の割合
②学⼒テストで、「概ね到達」以上の児童⽣徒の割合
③「⾃分にはよいところがある」と思っている児童⽣徒の割
合



事業概要 【オンデマンドバス運⾏事業】

実施地域 福岡県糟屋郡志免町 全域 事業費 61,321千円

実施主体 福岡県糟屋郡志免町 ⼈⼝ 46,565⼈

事業概要 福祉巡回バスに代わる新たな交通⼿段としてオンデマンドバスを令和5年度末に導⼊・運⾏開始し、随時運⾏内
容の適正化を実施する。

具体
サービス

• 利⽤者はスマートフォンアプリや電話予約で、乗
⾞予約を⾏う。

• システムが予約を受け取り、AIを活⽤して運⾏
ルートを作成し、最適な配⾞を⾏う。

• 利⽤者は指定したミーティングポイント（乗降
場）から乗り込む。運⾏途中に予約が⼊った場
合、AIが運⾏ルートを最適化し、配⾞可能であ
れば対応する。

• システムとスマートフォンアプリは連動しており、乗
⾞する⾞両の運⾏ルートや、運⾏中の⾞両の現
在地・到着予定時刻などを表⽰することもできる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 年間利⽤者数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
① 利⽤者満⾜度（アプリ利⽤者）
②
③



事業概要 【キャッシュレス決済サービス導⼊事業】

実施地域 福岡県糟屋郡志免町 事業費 4,233千円

実施主体 福岡県糟屋郡志免町 ⼈⼝ 46,565⼈

事業概要 各種⾏政⼿続のオンライン化にあわせ、各種⼿数料等の⽀払いについて、窓⼝を含め、クレジットカード・デビット
カード・電⼦マネー・QRコード等の様々なキャッシュレス決済⽅法で決済できるようにするもの。

具体
サービス

キャッシュレス決済サービスの導⼊

・利⽤者⾃⾝が、オンラインによるキャッシュレス決済
や、窓⼝での決済端末にカードやQRコードを読み取
らせることで決済が完了できるようにする。

・窓⼝でのカード等の受け渡しが極⼒発⽣せず、決
済に関する接触機会を削減し、感染症の拡⼤リスク
を低減する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済が可能な⼿続数
②キャッシュレス決済の件数（利⽤率）

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤者の満⾜度



事業概要 【授業⽀援ソフトウェア導⼊事業】

実施地域 福岡県志免町 事業費 12,411千円

実施主体 福岡県志免町 ⼈⼝ 46,572⼈

事業概要
様々な事情で学校に来られない学習者に対しても、指導者がその学習状況等をリアルタイムで把握し、対⾯での
教育と変わらない個に応じた質の⾼い教育を実⾏するため、指導者が学習者のコンピュータ上の画⾯をモニタリン
グ・共有したり、指導者のコンピュータ上の画⾯を学習者に提⽰することができる授業⽀援ソフトウェアを導⼊するも
の。

具体
サービス

【授業⽀援ソフトウェア】
• モニタリング
• 画⾯提⽰
• 画⾯発表
• 画⾯⽐較
• 起動指⽰
• ロック
• ブラウザ制限
• 配布

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①端末稼働率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①アンケート調査
②全国学⼒・学習状況調査
③



事業概要 【公共施設予約システム導⼊事業】

実施地域 福岡県久⼭町 事業費 10,885（200,000千円以
内）

実施主体 福岡県久⼭町 ⼈⼝ 9,324⼈（2023年1⽉1⽇
時点）

事業概要

町⺠向けに貸出をしている施設の予約や鍵管理をオンラインで⾏うことにより、住⺠サービスの向上を図ることの他、
オンラインによる恩恵を幅広い世代に最⼤限享受していただくことを⽬的とする。
本町教育委員会では、11か所もの施設を貸し出しており、年間に約3,000件もの利⽤がある。その全てを窓⼝で
対応しており、年間2,000時間以上を費やしている業務量となっている。これを電話での予約確認〜申請書受付
〜鍵の貸借について、包括的に電⼦化することにより、利⽤者の利便性が⼤きく向上し、施設の利⽤の効率化か
ら利⽤数の増加とともに、事務局の業務改善も併せて期待できる。

具体
サービス

□施設予約システム
・スマートフォンから、施設⼀覧検索／空き状況の確
認／施設案内機能、利⽤予約／予約キャンセル／
利⽤料⽀払いを実現。
□鍵管理システム
・暗証番号によるキーレスな鍵管理を実現。

□導⼊効果
・施設を利⽤したいときにスマートフォン上に、施設の
⼀覧、空き状況等が表⽰され、簡易に閲覧／検索
ができるとともに、オンライン上での予約／⽀払いを⾏
うことで、従来必要だった窓⼝への訪問／⼿続き負
担を軽減。
・キーレス化により、鍵の管理負担を軽減。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン予約の利⽤件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①顧客満⾜度



事業概要 【久⼭町議会動画配信事業】

実施地域 福岡県久⼭町 事業費 10,043千円

実施主体 福岡県久⼭町 ⼈⼝ 9,324⼈
（2023年1⽉1⽇時点）

事業概要
久⼭町議会の本会議におけるライブ配信および録画配信を⾏うことにより、本会議傍聴に伴う時間的・場所的制
約を⼤きく削減・解消するもの。

具体
サービス

【本会議動画配信サービス】
• 本会議動画をリアルタイムで配信する
• 本会議録画データに字幕を付与したものを配信

する

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①本会議配信回数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①動画に対する満⾜度
②
③



事業概要 【電⼦申請システム導⼊事業】

実施地域 福岡県久⼭町 事業費 10,120千円（200,000千
円以内）

実施主体 福岡県久⼭町 ⼈⼝ 9,324⼈（2023年1⽉1⽇
時点）

事業概要

本町の申請⼿続きは紙が主体となっており、各種申請⼿続きのために、窓⼝に来庁するか郵送をしている。様々な
電⼦申請システムがあるが、昨年度の閲覧数が79万PVある本町のＨＰに電⼦申請機能を拡張することでＨＰの
閲覧数や電⼦申請利⽤者数の増加も⾒込まれ、住⺠サービスの利便性向上に特化したＨＰになる。
また、今後の活⽤機会の拡⼤が想定される「ぴったりサービス」とＡＰＩ連携もしており、マイナンバー利⽤事務系の
申請もＨＰから受け付けることが可能なため、マイナンバーカード利活⽤の拡⼤も併せて⾏う。ＵＩ・ＵＸに配慮し
たデザイン設計のため、利⽤者の申請も容易だと考える。

具体
サービス

□電⼦申請システム
・スマートフォンから、⼿続き検索／詳細確認／申請
⼿続き／交付／⼿数料⽀払いを実現。
□ぴったりサービスAPI連携
・API連携により、マイナンバーカードを活⽤した電⼦
申請を実現。

□導⼊効果
・各種⼿続きについて、来庁しなくともスマートフォン上
から申請⼿続きを⾏うことができ、⾏かない窓⼝を実
現／簡易に検索ができるとともに、交付事務までワン
ストップで実現／キャッシュレス決済を⾏うことで、従来
必要だった郵便⼩為替の購⼊／⼿続き負担を軽減。
・ぴったりサービスとのAPI連携により、本サービスを普
及、併せてマイナンバーカードの活⽤機会を拡⼤。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電⼦申請⼿続きの申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①顧客満⾜度



事業概要 【コンビニ交付システム利⽤⽀援サービス事業】

実施地域 福岡県糟屋郡粕屋町 事業費 8,600千円

実施主体 福岡県糟屋郡粕屋町 ⼈⼝ 48,975⼈

事業概要 コンビニ交付対応⾏政キオスク端末を導⼊し、証明書コンビニ交付サービスの利⽤⽀援を⾏うことにより、機器の操
作性やコンビニ交付サービスの利便性を実感させ、マイナンバーカードの利活⽤を促進する。

具体
サービス

全国のコンビニエンスストアに設置されているキオスク
端末と同様のものを庁舎内に設置し、証明発⾏及
び本籍地利⽤登録申請を⽀援。

【キオスク端末の利⽤⽀援サービス】
• コンビニ証明交付サービスの説明
• 庁舎内でコンビニ交付サービスの利⽤⽀援
• 本籍地の市町村に対する利⽤登録申請⽀援

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①庁舎内⾏政キオスク端末証明書発⾏件数
②コンビニ交付サービス証明書発⾏件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①庁舎内⾏政キオスク端末利⽤者の満⾜度
②証明書発⾏窓⼝受付までの平均待ち時間



事業概要 【デジタルサイネージインフォメーションサービス事業】

実施地域 福岡県糟屋郡粕屋町 事業費 10,600千円

実施主体 福岡県糟屋郡粕屋町 ⼈⼝ 48,975⼈

事業概要
多⾔語インフォメーション端末を導⼊し、チャットボットを搭載した専⽤端末との「会話」による質疑で、来庁者に
様々な施設案内、周辺情報を⾃動回答するサービスを提供する。インフォメーションを無⼈化することで業務の効
率化を図り、外国⼈住⺠への対応やコロナ禍における⾮接触での来庁者サービスの向上を図る。

具体
サービス

【デジタルサイネージインフォメーションサービス】
• 来庁者への「フロア案内」の効率化
• 「インバウンド」向け多⾔語翻訳対応接客
• ⼈的対応をカバー・補助する「最適情報」の提供
• 施設内での「リアルタイム情報」発信

【接客案内システム】
• ⾳声回答
• 画⾯タッチ（⾮接触）
• 多⾔語対応
• コンテンツ⾃動⽣成

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①インフォメーションサービスの⽉単位の平均利⽤者
数

【アウトカム指標（成果指標）】
①インフォメーションサービスの利⽤者満⾜度
②地域⽣活の幸福感



事業概要 【電⼦契約システム】

実施地域 福岡県糟屋郡粕屋町 事業費 6,600千円

実施主体 福岡県糟屋郡粕屋町 ⼈⼝ 48,975⼈

事業概要
電⼦契約システムを導⼊し、これまで「紙」と「印紙」に代えて、電⼦ファイルと電⼦署名や電⼦サインを使って、イン
ターネット上で契約締結し、そのまま電⼦データとしてクラウドに保管する。これにより、契約業務コストの削減、契約
事務の効率化、契約業務の基盤強化を図る。

具体
サービス

電⼦契約システムを導⼊し、町が発注する契約にお
いて、電⼦ファイルと電⼦署名や電⼦サインを使って、
インターネット上で契約締結し、そのまま電⼦データと
してクラウドに保管する。
【電⼦契約システム機能（サービス）】
• 契約書フォーマットの登録・編集
• システムによる庁内稟議
• 電⼦署名
• クラウドにて契約データを保管

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電⼦契約件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①電⼦契約システム利⽤者満⾜度
②受注者における収⼊印紙削減額
③削減契約書数



事業概要 【コンビニ交付を利⽤した⾃動交付機導⼊事業】

実施地域 福岡県遠賀郡芦屋町 事業費 9,696千円

実施主体 福岡県遠賀郡芦屋町 ⼈⼝ 13,164⼈

事業概要
現在、マイナンバーカードの交付率は60％を超えているが、住⺠票等証明書（５種類）のコンビニ交付利⽤率
は約10％にとどまっている。これを踏まえ、住⺠に対しコンビニ交付の利⽤促進を図るため、役場庁舎内に⾃動交
付機（キオスク端末）を導⼊する。

具体
サービス

【コンビニ交付を利⽤した⾃動交付機サービス】
庁舎内に設置した⾃動交付機（キオスク端末）
を使⽤し、各種証明書（住⺠票、印鑑登録証明、
税証明、⼾籍証明、⼾籍附票）を取得可能とする
もの。
・証明書の交付希望者は⾃動交付機（キオスク
端末）にマイナンバーカードをセットし、画⾯の
指⽰に従って操作を⾏う。
・請求情報は専⽤回線（LGWAN回線）を通
じて、サーバー経由で市町村の証明発⾏サーバ
に送信される。
・証明発⾏サーバは、同様の経路で⾃動交付機
（キオスク端末）に証明書情報を送信、交付希
望者が⼿数料を⼊⾦することで、証明書が出
⼒される。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①⾃動交付機（キオスク端末）証明書発⾏件数
②コンビニ交付証明書発⾏率
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①⾃動交付機（キオスク端末）利⽤者満⾜度
②窓⼝対応に係る労務削減
③
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事業概要 【⼊札⼿続等デジタル化事業】

実施地域 全国 事業費 3,990千円

実施主体 芦屋町、ふくおか電⼦⾃治体共同運営協議会、㈱九州⽇⽴シス
テムズ、⽇本建設情報総合センター ⼈⼝ 13,164⼈

事業概要
従来紙によって⾏っていた⼊札業務を、インターネットを利⽤することによって場所や時間の制約を受けずに実現
することで、受注者（⼊札参加者）は⼊札会場に赴くことなく⼊札業務を完遂するもの。
新型コロナウイルス感染症等の拡⼤状況、または豪⾬災害等で、来庁が困難な場合の⼊札業務を⾏えるように
なり、県内、町内業者の応札⼿続きの簡便化を⽬的とする。

具体
サービス

【ふくおか電⼦⼊札システム】
（１）電⼦⼊札システム
・従来紙によって⾏っていた⼊札業務を、インターネットを利⽤して電⼦的
に実施する。
・案件情報、⼊札結果を公開する機能を⽤い、住⺠向けの情報公開を
⾏う。併せて⼊札仕様書をダウンロードできるよう設定し、インターネット
上での受け取りを可能とする環境を構築する。
（２）契約管理システム
・登録業者名簿および格付の管理、また、⼊札案件の起案から⼊札結果、
検査⽀払い情報までの管理を⾏う。
・名簿情報から指名候補業者の選定、完⼯⾼や評点から次回の格付に
関与させるなど、双⽅で情報をやり取りする。
（３）競争参加資格申請受付システム
・業者登録申請をインターネットで受け付ける。定期申請のみならず、変
更申請についても受付可能とする。
・申請情報の受理または修正指⽰を、システム上で発信する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電⼦⼊札可能案件数
②電⼦⼊札システム利⽤者数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①ふくおか電⼦⼊札システム利⽤者満⾜度
②
③

電⼦⼊札システム
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事業概要 【AI⾳声認識システムを活⽤した窓⼝⽀援サービス事業】

実施地域 福岡県遠賀郡⽔巻町 事業費 461千円

実施主体 福岡県遠賀郡⽔巻町 ⼈⼝ 27,816⼈（R4.11末）

事業概要
AI⾳声認識システムを導⼊し、⾳声をリアルタイムに⽂字で表⽰する機能等により、⾳声認識技術を⽤いた会話
の⾒える化を進める。これにより、窓⼝業務等において聴覚障害や難聴者の⽅へ正確に情報を伝えるための意思
疎通⽀援の拡充と情報のバリアフリー化を図る。

具体
サービス

⾳声をリアルタイムに⽂字で表⽰する機能等を活⽤
し、窓⼝担当者が聴覚障害や難聴の⽅へ情報を伝
えるためのコミュニケーションツールとして意思疎通⽀
援の拡充を⾏う。

【AI⾳声認識システム】
• AmiVoice

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①⾳声辞書の単語登録数
②利⽤者数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤者の満⾜度
②
③



事業概要 【電⼦⿊板整備による学校オンライン環境の創出】

実施地域 福岡県岡垣町 事業費 59,612千円

実施主体 福岡県岡垣町 ⼈⼝ 31,685⼈(令和4年11⽉時点)

事業概要
福岡県岡垣町では教育関連分野のICT環境の整備に取り組んでいる。今後さらなるICT機器の活⽤のため、未
整備の教室等への電⼦⿊板の導⼊、GIGA端末への学習⽤アプリの導⼊を検討する。
同時に保護者向け連絡アプリを導⼊し、教職員と保護者間の確実な情報伝達を可能とする体制を作る。

具体
サービス

・中学校へ電⼦⿊板の新規導⼊
…レール式モニター型
→普通教室
スタンド式モニター型
→特別⽀援学級、特別教室

・⼩学校へ学習⽤ドリル教材の導⼊
…ドリルプラネット

・保護者連絡⽤アプリの導⼊

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電⼦⿊板を使⽤したオンライン接続の活⽤状況
②学習ドリル教材の課題配信回数
③お便りの配信回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①電⼦⿊板導⼊における満⾜度
②GIGA端末の使⽤回数
③保護者連絡⽤アプリ導⼊における満⾜度



事業概要 【地域通貨を⽤いた地域経済DX事業】

実施地域 福岡県東峰村 事業費 56,190千円

実施主体 福岡県東峰村、⻄⽇本電信電話株式会社グループ 他 ⼈⼝ 1,978⼈

事業概要
地域DXのイネーブラーとして地域通貨基盤を⽤い、デジタルプレミアム商品券、地域ポイント、ふるさと納税との地
域ポイント連携により、利⽤者の利便性向上や域外からの経済流⼊を進め、災害やコロナ禍の影響により減速し
た地域経済の活性化を⾏う。地域DXでは地域ポイントを⽤いた住⺠サービスが増えているが、村の⼈⼝規模では
各事業が⼩規模となり、個別整備は⾮効率となるため、複数推進可能な共通基盤を整備・活⽤し施策を推進。

具体
サービス

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アクティブユーザ数
②プラットフォーム活⽤施策数

【アウトカム指標（成果指標）】
①地域通貨サービスの満⾜度
②域外流⼊額

【地域通貨サービス】
地域DXのイネーブラーとして、(A) 地域経済活性、
(B) ウェルビーイング・サステナブル促進、（C)観光・
域外流⼊活性、の⼤きく3つを軸として、地域の加盟店
等で使えるチャージ式電⼦マネー※1や付随するポイント
サービスの基盤を⽤いて以下を実施する。
 プレミアム商品券のデジタル化(A,C) ★
 住⺠の⾏動変容を促す施策実施を⽬的とした

地域ポイント発⾏(B) ★
 ふるさと納税での返礼連携(C) ★
 基盤活⽤による施策展開(DX含む）

-移動スーパー*、⼆次交通*、タクシー券助成**
でのキャッシュレス決済環境の提供(A,B)
-給付⾦の機動的な対応(B)* 
-移住者⽀援でのプレミアム商品券の配布(B)**

 既存ウォーキングマイレージとの連携(B)**
※1 Well-being:⾝体的・精神的・社会的に良好な状態にあることを意味する概念で、「幸福」と翻訳されることが多い。
※2 サステナブル :英語の“sustain（持続する）”と“able（可能な）”という2つの⾔葉を組み合わせたもので、

⽇本語では「持続可能な」という意味。

★ 2023年度必須3施策
* 2023年度取組み予定施策 ** 2024年度以降実施予定

※1 カード型での併⽤で全村⺠への発⾏を⾏う。地域ポイントの発⾏をトリガーとしてデジタル化
の移⾏を促進させる



事業概要 【 AI活⽤型オンデマンド交通の導⼊を起点とした地域交通のデジタル化推進】

実施地域 福岡県東峰村 事業費 43,775千円（200,000千円以内）

実施主体 福岡県東峰村 ⼈⼝ 1,978⼈

事業概要
移動⼿段を持たない住⺠の増加や、BRT開業を契機とする観光客の増加を踏まえ、⾃由経路、⾮固定ダイヤ
で運⾏する乗合タクシーを導⼊する。限られた⼈員で利便性の⾼いサービスを提供するため、AI活⽤型システム
による運⾏管理を⾏うとともに、専⽤アプリやLINE等、簡易に予約できる受付窓⼝を⽤意する。 さらに、デジタル
サイネージやデジタルきっぷを導⼊し、地域交通のデジタル化による相乗的な利便性、効率性の向上を図る。

具体
サービス

【AI活⽤型オンデマンド交通サービス】
• アプリ/LINEによる即時配⾞予約
• AIによる効率的な運⾏ルート⽣成・指⽰
• AIの⾃動学習機能による運⾏指⽰精度向上
• ドアトゥードア運⽤による⾼い利便性

【デジタルサイネージによる情報発信】
• ⼀覧性の⾼い網羅的な交通・観光情報の発信
• 発⾊の美しさを活かした観光地の魅⼒発信

【デジタルきっぷの作成】
• 村内観光のパッケージ化
• ルート検索アプリと連動した企画乗⾞券の販売

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①AI活⽤型オンデマンド交通の利⽤者数
②デジタルサイネージ閲覧数
③デジタルきっぷ販売数

【アウトカム指標（成果指標）】
①AI活⽤型オンデマンド交通のサービス満⾜度
②観光客満⾜度
③観光⼊込客数

AI活⽤型オンデマンド交通サービス

デジタルサイネージによる情報発信

デジタルきっぷの作成



事業概要 【LINEを活⽤した住⺠等向けポータルサービス】

実施地域 福岡県添⽥町 事業費 3,839千円

実施主体 福岡県添⽥町 ⼈⼝ 8,845⼈

事業概要 令和２年度に開設した公式LINEの更なる情報発信の拡充を⽬指し、AIチャットボット機能や住⺠通報サービス
等の機能を追加し、住⺠と⾏政、あるいは住⺠間相互に利便性をもたせた公式LINEを構築する。

具体
サービス

【AIチャットボット機能】
・町のゆるキャラ等が住⺠の質問に対して、24時間
365⽇⾃動回答する機能を追加

【住⺠通報機能】
・道路の破損、不法投棄、街路灯の破損、⿃獣情
報、災害情報等を報告できる機能を追加

【かんたん予約管理】
・イベントや窓⼝、施設予約が可能になる予約機能
（LINE・WEB対応）を追加

【相談機能】
・⾃治体の様々な相談業務を匿名・チャットで⾏うこ
とができる有⼈チャット機能を追加

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公式LINEの友だち登録者数
②新規追加機能の利⽤者数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①公式LINEの満⾜度
②新規追加機能の満⾜度
③

ポータルアプリ

住⺠等

従来までのサービス

防災 ワクチン接種

新規機能の追加

＋

住⺠通報 相談 かんたん予約 AIチャットボット

同アプリ内で多数の⾏政情報が確認可能



実施地域 全国 事業費 31,366千円

実施主体 福岡県⽷⽥町 ⼈⼝ 8,724⼈

事業概要 コンビニ交付サービス︓マイナンバーカードを利⽤して、当町が発⾏する証明書（住⺠票・印鑑登録証明・⼾籍証
明書）が全国のコンビニエンスストア等のキオスク端末から取得できるサービス。

具体
サービス

コンビニ交付サービス︓マイナンバーカードを利⽤して、
当町が発⾏する証明書（住⺠票・印鑑登録証明・
⼾籍証明書）が全国のコンビニエンスストア等のキオ
スク端末から取得できるサービス。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コンビニ交付証明書の発⾏件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤者の満⾜度
②マイナンバーカードの交付率

事業概要 【コンビニ交付導⼊事業】

利用者

証明書交付

マイナンバーカード
を利用して申請

証明書交付センターコンビニ 庁舎

サービスイメージ



事業概要 【AIオンデマンド導⼊乗合事業】

実施地域 福岡県⽷⽥町全域及び⽥川市（⽥川市⽴病院） 事業費 13,745千円

実施主体 福岡県⽷⽥町、⽷⽥町地域公共交通会議等 ⼈⼝ 8,724⼈

事業概要
現在、社会福祉協議会が運営する「福祉バス」は⾼齢者や障がい者等の利⽤者が特定されている為、町⺠等
全員が利⽤できる交通⼿段として「⼈⼯知能(AI)技術を活⽤したオンデマンド型乗合交通」を導⼊する。効率
性・利便性・機動性を⾼める公共交通システムを導⼊することで、運転⼿の負担軽減や燃料費等の削減が期待
できる。また、ドアtoミーティングポイントにより利⽤者の利便性が向上し、特に⾼齢者の外出の向上を⾒込む。

具体
サービス

【配⾞システムの活⽤】
・時間やルートを固定せず需要に応じてAIによるリア
ルタイムな便乗配⾞計算を⾏う
【アプリケーションの導⼊】
・アプリケーションでの予約が可能
・乗降時間に応じた予約対応
・配⾞システムとの連携により、AIが⾃動で最適な⾞
両と⾛⾏ルートを判断し、伝達

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①予約アプリのダウンロード累計数
②AIオンデマンド乗合交通の利⽤者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①AIオンデマンド乗合交通の満⾜度



事業概要 【メタバースを活⽤したデジタルツインのまちづくり事業】

実施地域 福岡県⽥川郡川崎町 事業費 10,000千円

実施主体 福岡県⽥川郡川崎町役場、富⼠通Japan株式会社 ⼈⼝ 15,644⼈（2022年12⽉現在）

事業概要
メタバースを活⽤して、町内外や海外の⽅々へ「今伝えたいこと」を「より分かりやすく」発信しモノ・コト・イミ消費につ
ながるデジタルツインのまちづくりを進めます。伝統や⽂化・イベントとも融合し、新しい発信の形や関係・交流⼈⼝
拡⼤の仕組みを創出します。地⽅の⾃治体として、リアルとデジタル双⽅向での価値づくりを追求し、住⺠参加型
でわくわくする未来型まちづくりを⽬指します。

具体
サービス

デジタルツインのプラットフォームを構築し、リアルとデジ
タルの両軸で住みやすさや⾏政情報の分かりやすさを
追求、住⺠サービスの向上に繋げます。シティプロモー
ションや広報DXなど⾏政のDX化と合わせ、パンデミッ
ク禍においても賑わいを感じ交流できるイベント開催
の在り⽅や、町政85周年イベントにて全国の川崎町
出⾝の⽅々やふるさと納税で関係を持った⽅々など
連携する事業など企画します。またR９開設予定の
道の駅と連携したデジタルイベントも企画していきます。
マイナンバー活⽤の在り⽅についても組み込むべく
検討を進めていきます。
【メタバースサービス】
・⾏政サービス
・シティプロモーション
・リアルとデジタルの融合イベント

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①メタバース「ReBorn!KAWASAKI」のアクセス数
②関係⼈⼝拡⼤のイベントの企画・実⾏数
③インターネット配信・広報の企画・実⾏数

【アウトカム指標（成果指標）】
①メタバースサービスの満⾜度
②メタバースでのスマートウェルネス活動に対する満⾜度



事業概要 【公共施設予約システム導⼊による町⺠利便性向上】
実施地域 福岡県福智町 事業費 6288千円

実施主体 福智町、福智町教育委員会 ⼈⼝ 21,465⼈(R５.１現在)

事業概要

本町では年間5000件を超える教育施設及び体育館の予約を受付している。現在、事前申込みを含め少なくとも
２回、施設予約のため役場の施設窓⼝へお越しいただいている。
福智町の※⾼齢化率は2020年時点で37％を超え全国平均28％よりも⾼い。予約システムを導⼊することで利
⽤者が来庁することなく、施設の利便性を⾼め、施設稼働率を継続的に向上させることを⽬指す。
※⾼齢化率・・・総務省国勢調査及び国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所将来推計⼈⼝より

具体
サービス

【住⺠サービス】

紙の申請書をなくし、24時間申し込み可能で
オンライン予約よる施設予約

①窓⼝に⾏かなくてよい
②窓⼝で書かなくてよい
③窓⼝で待たなくてよい
④料⾦収納（各種ペイメント）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン施設予約システム利⽤者数
②オンライン施設予約システム新規利⽤率

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤者の満⾜度

福智町（管理者）施設利⽤者

PC・スマホ

公共施設オンライン予約システム



事業概要 【デジタルを活⽤したグローバルリーダー育成事業】

実施地域 福岡県福智町 事業費 4,800千円

実施主体 福岡県福智町 ⼈⼝ 21,465⼈（R5.1現在）

事業概要 持続可能なグローバル⼈材育成事業を構築し、地域課題を解決するため、福智町では、オンライン環境を活⽤した国際的な双⽅向
交流を実施します。異なるものを受け⼊れる⼒やコミュニケーション⼒の重要性を学び、⼦どもたちの視野や将来の可能性を広げます。

具体
サービス

（１）デジタルを活⽤しグローバルリーダーを育成
①町内中学校とハワイ州を結び、双⽅向でのプレゼンや交流などオンラインで実施
⇒国際交流事業に興味をもってもらい、ハワイホームステイ研修を募集

②ホームステイ事業での 双⽅向型オンライン交流

③⽴命館アジア太平洋⼤学（APU）の留学⽣やグローバル企業と連携した
オンラインでの英語学習・異⽂化学習の実施
⇒⽇本にいながら異⽂化を学び知⾒を広げる

（２）実施後の展開と成果の拡⼤
①国際交流事業に参加した⼦どもたちが継続して活動できるシステムを構築

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン交流参加学校数
②ホームステイ事業申込者数（学⽣の関⼼の⾼さを図る）
③配信動画再⽣数

【アウトカム指標（成果指標）】
①⼦どもの満⾜度
②保護者の満⾜度
③国際交流事業参加者のボランティアグループ構築

・ホームステイ研修中に参加者以外も含めた双⽅向型オンライン交流を実施
・参加者の帰国報告会をオンライン配信し、全⽣徒が閲覧できる環境整備

福智町

学⽣

オンライン交流

事業連携

デジタルを活用した
国際交流機会の提供

オンライン教育



事業概要 【図書館サービスのデジタル化事業】

実施地域 福岡県京都郡苅⽥町 事業費 78,349千円

実施主体 福岡県京都郡苅⽥町 ⼈⼝ 37,748⼈（R4.12.1）

事業概要
図書館システムの更新にあたり、これまで対⾯で⾏っていた本の貸出・返却業務を、⾃動貸出･返却機等の導⼊･
活⽤により、受付時間の短縮や職員との接触機会を減少させることで、町⺠の利便性を向上させるとともに、業務
の効率化を図り、限られた⼈的資源を読書の案内や課題解決の⽀援に向けます。また、マイナンバーカードを図書
館利⽤者カードとして利⽤できるようにすることで、図書館利⽤の促進を図ります。

具体
サービス

【貸出時間の短縮、接触機会の軽減】
・⾃動返却機導⼊
・利⽤者貸出機導⼊
・図書⽤ＩＣタグ（貼付エンコードを含む）導⼊
・データ移⾏
【図書館利⽤の促進策】
・マイナンバーカードを図書館利⽤者カードとして利⽤
・スマートフォンによる利⽤者認証や本⼈による貸
出状況確認が可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①図書館の年間貸出数
②スマートフォンによる貸出状況の確認回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①図書館に不満がない町⺠の割合
②マイナンバーカードの申請率
③蔵書点検のための休館期間



事業概要 【「書かない窓⼝」実現事業（申請書作成⽀援）】

実施地域 みやこ町 事業費 8,580千円

実施主体 みやこ町 ⼈⼝ 18,382⼈

事業概要
「デジタル・ガバメント実⾏計画」では、地⽅公共団体の⾏政⼿続のオンライン化の推進が⽰されており、窓⼝の
対⾯⼿続においても紙に書くことを求めない「書かない窓⼝」への変更等を含めた業務改⾰（BPR）が必要であ
る。これを実現するため、証明書発⾏等、各種申請のために⽇々住⺠が来庁しているフロアに、『マイナンバーカー
ド対応記帳台』を導⼊する。

具体
サービス

本庁、出先機関（⽀所等）の住⺠が来庁するフ
ロアに、『マイナンバーカード対応記帳台』を導⼊する。
『マイナンバーカード対応記帳台』は、住⺠がこの記
帳台に マイナンバーカード等を読み込ませて、付属す
るタッチパネル式ディスプレイで必要な申請書を選択
すると、⽒名・住所・⽣年⽉⽇などがプリントされた申
請書類を⼀括して印刷・⼊⼿できるものである。
なお、券⾯事項の⼊⼒作業を省略するための機能
としてマイナンバーカードに実装されている券⾯事項
⼊⼒補助APを活⽤する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①マイナンバーカード対応記帳台の利⽤数（申請書数）
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓⼝利⽤者の満⾜度（平均）
②
③



事業概要 【「書かない窓⼝」実現事業(証明書自動交付機)】

実施地域 みやこ町 事業費 25,393千円

実施主体 みやこ町 ⼈⼝ 18,382⼈

事業概要
「デジタル・ガバメント実⾏計画」では、地⽅公共団体の⾏政⼿続のオンライン化の推進が⽰されており、窓⼝の
対⾯⼿続においても紙に書くことを求めない「書かない窓⼝」への変更等を含めた業務改⾰（BPR）が必要であ
る。これを実現するため、マイナンバーカードを利⽤して、各種証明書を取得できる証明書⾃動交付機（⾏政キオ
スク端末）を導⼊する。

具体
サービス

本庁、出先機関（⽀所等）の住⺠が来庁するフ
ロアに、マイナンバーカードを利⽤して、各種証明書を
取得できる証明書⾃動交付機（⾏政キオスク端
末）を導⼊する。
証明書⾃動交付機は、マイナンバーカードを利⽤し
て簡単なタッチパネルの操作で、住⺠票の写し等の
証明書が取得できる。
また、このサービスは、申請書の記⼊や本⼈確認書
類の提⽰が不要で、コンビニエンスストアなどに設置さ
れている多機能端末機（マルチコピー機）と同様の
操作⽅法のため、スムーズに証明書を取得することが
できる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①証明書⾃動交付機の利⽤数（証明書発⾏数）
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓⼝利⽤者の満⾜度（平均）
②
③



事業概要 【デジタルの活⽤による窓⼝・住⺠サービス改⾰事業】

実施地域 福岡県吉富町 事業費 22,791 千円

実施主体 福岡県吉富町 ⼈⼝ 6,643⼈

事業概要
本町における住⺠サービスを向上するための施策（窓⼝サービス向上・デジタルツール導⼊等）を限られた財源で
効果的に実施するために、住⺠サービスに直結する業務プロセスを可視化、データ化を実施する。得られたデータを
他の⾃治体と⽐較可能なプラットフォームで⽐較し、⾏政事務の効率化することで得られた⼈材を住⺠サービスに
あて、効果的な施策を早期に導⼊し、デジタル・⾮デジタル両⾯から市⺠サービス向上を⽬指す。

具体
サービス

【書かない窓⼝】
• 書かない・待たせない窓⼝システムの導⼊

【オンライン施設予約システム】
• 24時間365⽇受付可能な施設予約システム

【⾃治体DX⽀援プラットフォーム】
• 上記サービスをエビデンスにより選定し、住⺠データ

の蓄積、KPIをモニタリングするためのツール

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①DXによる住⺠サービスの向上につながった業務の数
②窓⼝なびシステムによる申請種類の数
③システムによる申請利⽤の割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①住⺠向けICTツール稼働率
②職員の従事業務に対する窓⼝応対時間の割合
③利⽤者の満⾜度

住⺠サービス向上のモニタリングツール

書かない窓⼝

オンライン施設予約

MNC認証

⾃治体DXプラット
フォーム

基幹
システム

RPAテンプレート

間接的な利便性向上

直接的な利便性向上

住⺠

⼿間削減

⼿間削減

住⺠サービスへの
転換

施設予約業務

窓⼝業務



事業概要 【LINEの活⽤によるオンライン窓⼝整備事業】

実施地域 福岡県吉富町 事業費 3,960 千円

実施主体 福岡県吉富町 ⼈⼝ 6,643⼈

事業概要
LINE公式アカウントを整備することで、住⺠との双⽅向のコミュニケーションを可能にし、また、住⺠からの各種申請
や問い合わせに24時間いつでもどこからでも対応できる環境を作る。その後も住⺠サービスを向上できるようなシス
テムを開発・実装することで、LINEを通じたオンライン窓⼝を実現させる。

具体
サービス

【オンライン窓⼝】
• LINE公式アカウントを作成し、プッシュ型での住

⺠への情報発信やアンケート、各種⾏政サービス、
⼿続のオンラインでの提供を可能とする

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①友だち登録数
②オンライン申請ツール導⼊数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①各種⼿続のオンライン申請の割合
②オンライン申請の利⽤満⾜度
③

住⺠
プッシュ型の情報配信
アンケートの実施 役場職員

オンラインでの問い合わせ
各種申請⼿続
アンケートの回答
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